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はじめに 

 

骨格筋が不動に曝されると，筋萎縮，筋性拘

縮，筋痛といった可塑的変化に由来した病態が

生じ，筋力低下や関節可動域制限，疼痛といっ

た障害・症候に発展することが知られている 1)．

そして，先行研究 1)によれば，不動によって惹起

される筋萎縮，筋性拘縮，筋痛の発生メカニズム

には類似性があることが明らかになっている．具

体的には，骨格筋が不動に曝されるとアポトーシ

スに由来した筋核の減少が生じ，この筋核に制

御されていた細胞質領域の処理のためにマクロ

ファージが集積し，結果，細胞質領域が縮小し，

筋萎縮が生じるといわれている 2)．また，集積した

マクロファージからは炎症性サイトカインである

interleukin-1β（以下，IL-1β）が発現し，これを契

機に線維芽細胞が活性化すると，transforming 

growth factor-β1（以下，TGF-β1）の発現も相まっ

てコラーゲンの増生，すなわち線維化が発生し，

筋性拘縮に発展するといわれている 3)．加えて，

不動に曝された骨格筋は筋痛が発生するとされ，

これは神経成長因子（nerve growth factor，以下，

NGF）の発現が関与しており 4,5)，その産生細胞

の一つがマクロファージである．つまり，筋萎縮，

筋性拘縮，筋痛といった不動に伴う骨格筋の可

塑的変化の発生メカニズムに関わる重要事象は

筋核のアポトーシスを発端としたマクロファージ

の集積と考えられている 1)． 

したがって，筋核のアポトーシスを発端とした

マクロファージの集積を抑止できれば，筋萎縮，

筋性拘縮，筋痛といった骨格筋の可塑性変化を

同時かつ効率的に予防できるのではないかと考

えられ，積極的な筋収縮運動の負荷が重要と思

われる．事実，電気刺激装置を用いて筋力増強

効果が期待される高負荷の筋収縮運動を不動

の過程で実施すると，筋萎縮，筋性拘縮，筋痛

の発生を予防できることが動物実験で確かめら

れている 6,7)．しかしながら，臨床では疾病や術後

の急性期など，積極的な筋収縮運動が実施でき

ない時期もあり，このような場合，徒手や機械を

用いて他動的な関節運動を行い，拘縮の発生予

防に努めている． ただし，このような他動的関節

運動は持続的伸張運動と異なり，施行中に骨格

筋の伸張・短縮といったメカニカルストレスが暴

露できる利点があり，筋萎縮，筋性拘縮，筋痛と

いった骨格筋の可塑性変化に対しても影響をお

本研究の目的は，持続的他動運動（以下，CPM）装置を用いて骨格筋の不動の過程で介入を

行い，筋萎縮，筋性拘縮，筋痛に対してどのような影響をおよぼすのかを動物実験で検証すること

である．7 週齢Wistar 系雄性ラット 25 匹を無処置の対照群，両側足関節を最大底屈位で 2 週

間不動化する不動群，不動の過程で 1日 15分間，角速度 30°/秒による CPM介入を行う CPM①

群，同様に 1日 15分間，角速度 15°/秒による CPM介入を行う CPM②群に振り分けた．結果，各

条件とも CPM介入では筋萎縮，筋性拘縮，筋痛の発生を予防することは困難であったが，筋性拘

縮に限ってはその進行を抑制する効果が認められた．そして，骨格筋に対するメカニカルストレス

の暴露頻度はその効果に影響をおよぼさないことも明らかになった．ただし，その効果量は大きい

ものではなく，この点を踏まえると，先行研究で効果が確認されている筋収縮運動を不動後早期か

ら負荷することが重要と思われる． 
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よぼす可能性がある． 

そ こ で ， 本研究では持続的他動運動

（continuous passive motion；以下，CPM）装置を

用い，骨格筋の不動の過程で介入を行い，筋萎

縮，筋性拘縮，筋痛に対してどのような影響をお

よぼすのか，動物実験で検証することを目的とす

る．  

 

材料と方法 

 

1. 実験プロトコル 

1）実験動物 

本研究における動物実験に関しては，長崎大

学が定める動物実験指針ならびに長崎大学動

物実験委員会で承認を受けた実験計画書（承認

番号；1903281524）に準じ，長崎大学大学院医

歯薬学総合研究科バイオメディカルモデル動物

研究センターで実施した． 

実験動物には，7 週齢の Wistar 系雄性ラット

25匹を使用した．そして，これらのラットは無処置

の対照群（n=6），両側足関節を 2 週間不動化す

る不動群（n=6），不動の過程でCPM装置を用い

て足関節底背屈の持続的他動運動を行う群（以

下，CPM 群，n=13）に振り分け，CPM 群につい

ては後述するように角速度の違いによって 2群に

振り分けた（以下，CPM①群，CPM②群という）． 

 なお，動物実験施設にラットが搬入された後は，

実験者の操作にラットを慣れさせ，後に行う筋圧

痛閾値の評価が円滑に実施できるようハンドリン

グを行った．  

 

2）足関節の不動方法 

 3 種混合麻酔薬の腹腔内投与によって麻酔を

行い，両側足関節を最大底屈位の状態でギプス

包帯を用いて 2 週間不動化した．なお，その際，

足指は浮腫の発生を確認するために露出させ，

不動期間中は浮腫の発生やギプスの緩みを防

ぐ目的で毎日ギプスの巻替えを行った． 

 

3）CPMの条件ならびに実施方法 

CPM装置の角速度を変えることで関節運動の

頻度，すなわち骨格筋に対するメカニカルストレ

スの暴露頻度が異なってくることが想定される．

そこで，本研究では以下に述べる 2 つの条件の

角速度を設定し，不動の過程で介入を行い，筋

萎縮，筋性拘縮，筋痛に対する効果を検討した． 

①角速度の条件 

本研究で使用した CPM 装置は酒井医療製ア

ンクルストレッチャーであり，本装置は 5°単位で

角速度の設定が可能である．そこで，角速度を

30°/秒とし，速いスピードで関節運動を行い，関

節運動の頻度，すなわち骨格筋に対するメカニ

カルストレスの暴露頻度が高くなる条件（以下，

CPM①群）ならびに角速度を 15°/秒とし，ゆっく

りとしたスピードで関節運動を行い，骨格筋に対

するメカニカルストレスの暴露頻度が低くなる条

件（以下，CPM②群）を設定した． 

②実施時間ならびに実施頻度 

先行研究 6,7)では，電気刺激を用いた筋収縮

運動を不動の過程で 1日 15分間（週 6回）実施

し，筋萎縮，筋性拘縮，筋痛に対する効果を明ら

かにしている．そこで，本研究の結果もこの先行

研究 6,7)の結果と比較する必要があると考え，

CPMの実施時間は 1日 15分間，実施頻度は週

6回とした． 

③実施方法 

CPM①群ならびに CPM②群の各ラットは 3 種

混合麻酔薬の腹腔内投与によって麻酔を行い，

背臥位の状態で膝関節が最大伸展位，足関節

が最大底屈位となるよう調整した上で CPM 装置

に固定した．そして，CPM①群は 30°/秒の角速

度で，CPM②群は 15°/秒の角速度で足関節底

背屈の持続的他動運動を実施した．なお，不動

の過程で足関節背屈方向の関節可動域制限が

発生した後は後述する方法で足関節背屈可動

域を 3 回測定し，その最小値をその日の背屈角

度に設定し，上記の角速度で足関節底背屈の

持続的他動運動を実施した． 

 

2. 検索方法 

1）足関節背屈可動域の評価 

 不動開始前（以下，base line；BL）ならびに不動

1，2 週間が終了した後は 3 種混合麻酔薬の腹

腔内投与によってラットを麻酔し，所属研究室の

先行研究 2,3)に基づき以下の方法で足関節背屈

可動域を測定した．具体的には麻酔したラットを

側臥位とし，股・膝関節を他動的に最大屈曲さ

せ，足底部に丸型テンションゲージ（大場製作所
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製)の先端部をあてた．そして，0.3N の張力で足

関節を他動的に背屈させた際の背屈角度を測

定し，これを足関節背屈可動域として採用した．

測定に際しては，基本軸を膝関節裂隙中央と腓

骨外果を結んだ線，移動軸を腓骨外果と第 5 中

足骨を結んだ線とし，これらの 2 つの軸がなす外

角を 5°単位で読み取った．なお，以上の測定

は 3回行い，その最大値をデータとして採用した． 

 

2）筋痛の評価 

 筋痛に関しては，不動開始（以下，Base line；

BL）と不動 1，2 週間後に圧刺激鎮痛効果測定

装置（Randoll-Selitto，Ugo Basile 社製)を用いて

腓腹筋外側頭の筋圧痛閾値を測定し，評価した
4,5)．具体的には，ラットの上半身を布で拘束し，

静寂な環境下を保った状態で，先端直径が

8mm のプローブで皮膚上から腓腹筋外側頭を

48g/秒の条件で漸増加圧し，後肢の逃避反応が

出現する圧力値を測定した．この測定は 5 回実

施し，最大値と最小値を除外した 3 回の測定値

の平均値を筋圧痛覚閾値のデータとして採用し

た． 

 

3. 検索試料の採取方法 

2 週間の不動期間終了後は，3 種混合麻酔薬

の腹腔内投与によって各群のラットを麻酔した．

そして，体重を測定後，両側から腓腹筋外側頭

を採取した．採取した腓腹筋外側頭は電子天秤

にて筋湿重量を測定し，筋湿重量を体重で除し

た相対重量比を算出した．なお，腓腹筋外側頭

はその後，後述する組織学的・生化学的検索に

供した． 

 

4. 組織学的検索 

1）筋線維横断面積の計測 

 筋試料は筋腹中央部で 2 分割し，トラガントゴ

ムに包埋後，液体窒素で冷却したイソベンタン液

内で急速凍結した．そして，クリオスタットを用い

て 7µm 厚の連続横断切片を作製し，ヘマトキシ

リン・エオジン（以下，H&E）染色ならびに酸性前

処理（pH 4.5）によるミオシンATPase染色を施し，

筋線維をタイプⅠ・Ⅱa・Ⅱb 線維に分別した．な

お，腓腹筋外側頭の深層部はタイプⅠ・Ⅱa・Ⅱb

線維が混在して構成されているのに対し，浅層

部はタイプⅡb 線維のみから構成されている．そ

こで，ミオシン ATPase 染色像は深層部と浅層部

に分け，各々オールインワン顕微鏡（KEYENCE 

BZ-X800）で撮影し，パーソナルコンピューター

に取り込み，深層部と浅層部における各筋線維

タイプの筋線維横断面積を 1 筋につき各々100

本以上計測した． 

 

5. 生化学的検索 

1）ヒドロキシプロリン含有量の計測 

線維化の指標となるコラーゲン含有量に関し

ては，コラーゲン特有の構成アミノ酸であるヒドロ

キシプロリンを定量することによって行った．まず，

試料作製として採取した腓腹筋外側頭の一部を

細切し，24 時間の凍結乾燥処理を行い，乾燥重

量を測定した．次に，この試料に 6N HCl を 1ml

加え，110℃で 15 時間の加水分解処理を行い，

HClを除去した後，蒸留水 1mlを加え，試料を溶

解した．そして，0.64µm のフィルターで試料を濾

過し，濾過後に回収した試料をヒドロキシプロリン

定量用の試料とした． 

 試料 5µlを 2時間で 100℃で加熱処理した後，

4N NaOHを 50μl加え，攪拌し，90℃で 2時間再

度加熱処理を行った．次に，Chlolamine-T 溶液

を 500μl 加え，室温で 25 分間処理した後，

Ehrlich溶液を 500ml加え，攪拌し，80℃で 20分

間加熱処理し，試料を発色させた．そして，波長

540nm で試料の吸光度を測定し，ヒドロキシプロ

リン濃度に基づく標準曲線を基に試料内のヒドロ

キシプロリンを定量した．なお，定量したヒドロキ

シプロリンは乾燥重量で除し，単位乾燥重量あ

たりの含有量で表した． 

  

2) NGF発現量の計測 

 先行研究 4,5)によれば，不動性筋痛の発生メカ

ニズムの一つに骨格筋内における NGF の発現

増加が関与しているとされている．そこで，本研

でも NGF 発現量の検索を western blot法にて

行った．具体的には，筋試料の一部に Lysis 

Buffer（50mM pH8.0 Tris-HC1，150mM NaCl，

5mM EDTA，0.5％NP-40，5M Urea）を加えてホ

モジナイズ処理を行い，上清液を回収して

2mg/ml のタンパク量に調整した．次に，各サン

プルに SDS sample buffer（Bio-Rad）ならびに 2-
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メルカプトエタノールを加えて熱処理を行った後，

15µl を 12.5％濃度のポリアクリルアミドゲルにロ

ードし，20mA 定電流の条件で電気泳動を行っ

た．電気泳動後はポリアクリルアミドゲルを40Vの

定電圧の条件で PVDF膜へ転写した．転写後の

PVDF 膜はカゼインにてブロッキング処理を行い，

一次抗体として抗 NGF抗体（1：500；Santa Cruz）

を用い，4℃で一晩反応させた．続いて HRP 標

識二次抗体（1：20,000；MBL）を用いて室温で 1

時間反応させた．そして，ECL キットと CCD カメ

ラタイプ画像解析装置（ImageQuant，LAS 500）

を用いて NGF のバンド像を検出した．NGF のバ

ンド像を検出後，PVDF膜は 50℃のストリッピング

バッファーで 30分間リプロービング処理を行った．

その後，内因性コントロールとして β-actin を上記

と同様の処理で検出した．NGF と β-actin のバン

ド像の輝度は画像解析ソフト（Scion image）を用

いて半定量化し，NGF/β-actin の値を算出し，こ

れを NGF発現量とした． 

 

6．統計処理 

統計処理には，一元配置分散分析と Scheffe

法による事後検定を適用した．なお，有意水準

は 5％未満とした． 

 

結果 

 

1.  筋萎縮の評価結果 

1）筋湿重量ならびに相対重量比 

各群の筋湿重量を比較すると，対照群に比べ

不動群，CPM①群，CPM②群はいずれも有意に

低値を示し，この 3 群間には有意差は認められ

なかった（図 1a）．相対重量比に関しても，対照

群に比べ不動群，CPM①群，CPM②群はいず

れも有意に低値を示し，この 3 群間には有意差

は認められなかった（図 1b）． 

 

2）筋線維横断面積 

腓腹筋外側頭のミオシン ATPase 染色像をみ

ると，浅層部のタイプⅡb 線維ならびに深層部の

タイプⅠ・Ⅱa・Ⅱb 線維のすべてにおいて不動

群，CPM①群，CPM②群は対照群より縮小して

いた（図 2）．実際，浅層部のタイプⅡb 線維の筋

線維横断面積を比較すると，対照群に比べ不動

群，CPM①群，CPM②群は有意に低値を示し，

この 3 群間には有意差は認められなかった（図

3a）．また，深層部のタイプⅠ・Ⅱa・Ⅱb 線維に関

してもすべて対照群に比べ不動群，CPM①群，

CPM②群は有意に低値を示し，この 3 群間には

有意差は認められなかった（図 3b～d）． 

 

2.  筋性拘縮の評価結果 

1）足関節背屈可動域 

足関節背屈可動域を比較すると，不動 1，2週

後ともに対照群に比べ不動群，CPM①群，CPM

②群は有意に低値を示した．そして，この 3 群間

を比較すると，不動 1 週後では有意差を認めな

いものの，不動 2 週後では不動群に比べ CPM

①群，CPM②群は有意に高値を示した（図 4）． 

 

2）ヒドロキシプロリン含有量 

各群のヒドロキシプロリン含有量を比較すると，

対照群に比べ不動群，CPM①群，CPM②群は

有意に高値を示した．そして，この 3 群間を比較

図 1 筋湿重量ならびに相対重量比の比較 

 



-5- 

 

すると，CPM①群，CPM②群は不動群に比べ有

意に低値を示した（図 5）． 

3. 筋痛の評価結果 

1）筋圧痛閾値 

筋圧痛閾値を比較すると，不動 1，2 週後とも

に対照群に比べ不動群，CPM①群，CPM②群

は有意に低値を示した．そして，この 3 群間を比

較すると，不動1，2週後ともに有意差は認められ

図 2 腓腹筋外側頭のミオシン ATPase染色像 

図 3 筋線維横断面積の比較 

図 4 足関節背屈可動域の比較 

 

図 5 ヒドロキシプロリン含有量の比較 
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なかった（図 6）． 

 

2）NGF発現量 

western blot 法のバンド像をみると，不動群，

CPM①群，CPM②群は対照群より明らかに濃染

していた．そして，各群の NGF 発現量を比較す

ると，対照群に比べ不動群，CPM①群，CPM②

群は有意に高値を示し，この 3 群間には有意差

は認められなかった（図 7）． 

 

考察 

 

今回の結果から，筋萎縮の評価指標である筋

湿重量や相対重量比ならびに浅層部，深層部

のすべての筋線維タイプの筋線維横断面積は

対照群に比べ不動群，CPM①群，CPM②群の 3

群は有意に低値を示し，しかもこの 3群間には有

意差は認められなかった．つまり，CPM による介

入ではいずれの条件の角速度でも部位や筋線

維タイプの違いに関係なく，筋萎縮の発生を予

防することは困難であるといえる． 

一方，筋性拘縮の評価指標である足関節背

屈可動域は不動 1 週後では対照群に比べ不動

群，CPM①群，CPM②群の 3群は有意に低値を

示し，しかもこの 3 群間には有意差は認められな

かった．しかし，不動 2週後では対照群に比べ不

動群，CPM①群，CPM②群の3群は有意に低値

を示すものの，この 3 群間を比較すると CPM①

群と CPM②群は不動群より有意に高値を示した．

加えて，ヒドロキシプロリン含有量に関しても対照

群に比べ不動群，CPM①群，CPM②群の3群は

有意に低値を示すものの，この 3 群間を比較す

ると CPM①群と CPM②群は不動群より有意に低

値を示した．つまり，CPM による介入ではいずれ

の条件の角速度でも筋性拘縮の発生そのものを

予防することは困難であるが，その進行を抑制す

る効果があるといえる．しかし，電気刺激を用い

た筋収縮運動を不動の過程で負荷している先行

研究 7)の結果と比較すると，今回の筋性拘縮に

対する効果量は大きいものではなかった． 

次に，筋痛の評価指標である筋圧痛閾値は，

不動 1週後，2週後ともに対照群に比べ不動群，

CPM①群，CPM②群は有意に低値を示し，しか

もこの 3群間に有意差は認められなかった．加え

て，NGF 発現量に関しても対照群に比べ不動群，

CPM①群，CPM②群は有意に高値を示し，この

3 群間に有意差は認められなかった．つまり，

CPM による介入ではいずれの条件の角速度で

も筋痛の発生を予防することは困難であるといえ

る． 

以上のように，角速度に関係なく不動の過程

でCPMによる介入を行っても筋萎縮や筋痛に対

しては発生予防効果が認められず，筋性拘縮に

対しては進行抑制効果を認めるものの，その効

果量に関しては先行研究 7)で検証されている筋

収縮運動ほど高いものではなかった．つまり，不

動によって惹起される筋萎縮，筋性拘縮，筋痛

の発生メカニズムの上流に関わっている筋核の

アポトーシスを発端としたマクロファージの集積と

いった事象 1)を持続的他動運動では抑止できな

図 6 筋圧痛閾値の比較 

図 7 NGF発現量の比較 

上の画像は western blot法のバンド像を示している． 
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いと考えられ，このことが今回の結果に影響をお

よぼしていると推察される． 

一方，前記の事象を持続的他動運動では抑

止できないにも関わらず，筋性拘縮に対しては

その進行を抑制する効果が認められた．つまり，

筋性拘縮が進行する別のメカニズムに対して持

続的他動運動が作用している可能性がある．具

体的には，筋性拘縮が進行するメカニズムの一

つとして不動によって惹起される骨格筋の低酸

素化が指摘されており，この影響で線維芽細胞

から筋線維芽細胞への分化過程が賦活化し，線

維化，すなわち筋性拘縮が進行すると考えられ

ている 3)．つまり，CPM による頻回な関節運動に

よって骨格筋の低酸素化が緩和され，この影響

で筋性拘縮の進行が抑制された可能性がある．

しかし，この点を裏付けるデータは今回提示でき

ておらず，今後の検討課題である．ただし，注目

すべきは，15 分間という短時間でも持続的他動

運動は筋性拘縮の進行を抑制する効果があり，

その効果は関節運動の頻度，すなわち骨格筋に

対するメカニカルストレスの暴露頻度は影響しな

いという点である．これまでも，疾病や術後の急

性期など，積極的な筋収縮運動が実施できない

時期においては徒手や機械を用いて他動的な

関節運動を行い，拘縮の発生予防に努めている

が，これはエビデンスに裏付けされた介入といえ，

臨床的にも意味のあることといえよう． 

 しかしながら，不動によって惹起される筋萎縮，

筋性拘縮，筋痛を効果的かつ効率的に予防す

るためには，先行研究 7)で報告されているように

筋収縮運動が不可欠であることを改めて再認識

した．つまり，急性期理学療法で実践されている

早期離床や早期運動介入といった戦略は，筋萎

縮，筋性拘縮，筋痛を予防する意味でも重要と

いえよう． 
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呼吸法の違いが運動後の呼吸困難の回復に及ぼす影響 

 

 

渥美美有・中田裕人・和田七海 

 

 

はじめに 

 

労作時の呼吸困難は，慢性呼吸器疾患患者

の主要な症状であり，身体活動や日常生活を制

限し，二次的な運動機能低下を引き起こす 1)．呼

吸困難とその影響を評価し，どのように軽減を図

るかは理学療法の重要な目標であると言える． 

理学療法臨床において労作時呼吸困難をコ

ントロールする手段には，徒手的呼吸介助手技，

安楽姿勢やペーシングなどがある 2)．また，呼吸

困難が生じた際には，患者自身で呼吸法を行う

ことによって，速やかな回復を図るよう指導される．

この方法はパニックコントロールと言い，上肢で

体幹を支持する前傾座位や壁に寄り掛かった立

位など呼吸困難の軽減に有用である姿勢をとり

ながら，患者自身で呼吸を調整する 3)．その際の

呼吸法としては，口すぼめ呼吸や腹式呼吸など

を適用することが多い．しかし，このような呼吸法

自体が呼吸困難の軽減や回復にどのような影響

を及ぼすかは不明な点が多い． 

呼吸法による呼吸困難への影響に関する先

行研究は限られているが，Garrod ら 4)は COPD

患者を対象に，運動中および運動後に口すぼめ

呼吸を行うことの有用性を検討している．その結

果，運動終了時の呼吸数（respiratory rate；以下，

RR）の減少と呼吸困難の回復時間の有意な短

縮を認めた．また，腹式呼吸に関しては，健常者

を対象に運動中に同呼吸法を併用することで，

比較対照としての通常呼吸による運動の同一時

間と比べて，分時換気量（minute ventilation；以

下，V
．

E）および RR の減少，1 回換気量（tidal 

volume；以下，VT）の増加が得られたと報告され

ている 5)．この報告では呼吸困難への影響は評

価されていないが，終了時の自覚的運動強度は

腹式呼吸で平均 14.4，通常呼吸で 14.3と有意な

相違を認めなかった．これらの研究報告では，運

動後の呼吸困難に限定して，呼吸法の有無によ

る呼吸困難の軽減や回復に及ぼす影響とともに，

口すぼめ呼吸や腹式呼吸の比較検討も行われ

ていないといった課題が残されている． 

口すぼめ呼吸や腹式呼吸は，呼吸パターンを

意識的に変化させることで換気の効率を改善さ

せるとされ，患者に指導されている．その根拠と

して，前者はゆっくりとした呼気による気道閉塞

要旨 

本研究の目的は，通常呼吸，腹式呼吸，口すぼめ呼吸による呼吸法の違いが運動後の呼吸困難

の回復にどのように影響するかを明らかにすることである．健常者 20名を対象に，自転車エルゴメー

ターによる最高仕事量の 60%に相当する負荷強度で一段階運動負荷試験を 5 分間実施した．運動

終了後は各呼吸法にて，修正 Borg スケールによる呼吸困難と呼吸数，換気諸量を測定し，運動後

の回復過程の比較を行った．結果，3 条件によって呼吸困難の回復推移や時間に有意な相違を認

めなかった．また，3 つの呼吸法で分時換気量の回復推移に有意差を認めなかったが，口すぼめ呼

吸は他の呼吸法，特に通常呼吸と比較して呼吸数が少なく，1 回換気量が大きく推移した．以上の

結果より，健常者を対象とした場合，呼吸法の相違は運動後の呼吸困難の回復には影響しない可

能性が示唆された． 
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の是正や死腔換気量の減少 6)，後者は吸気時の

横隔膜運動の増幅による呼吸仕事量の軽減など

である 6)．しかしながら，これらは安静時で得られ

た結果であり，労作時や運動後の状態では検討

されていない． 

呼吸困難が生じた際の呼吸パターンは通常，

RR が増加し，吸気努力を伴った呼吸パターンと

なる．今回私たちは，これらの呼吸法を行うことで

RR の減少，吸気努力の軽減を図ることができれ

ば，呼吸困難の軽減，つまり回復時間を短縮で

きるのではないかと仮説を立てた． 

したがって本研究の目的は，呼吸器疾患のな

い健常者において，通常呼吸，口すぼめ呼吸，

腹式呼吸による呼吸法の違いが，運動後の呼吸

困難からの回復における推移や時間に及ぼす

影響を明らかにすることとした．これが明確になる

ことで，運動療法をはじめとする理学療法におけ

る呼吸困難発生時の対応や対象者への指導に

対する一助となることが期待できる． 

 

対象 

 

本研究の趣旨と内容を理解し，同意が得られ

た健常者 20名（男性，女性それぞれ 10名）を対

象とした．除外基準は呼吸器疾患（気管支喘息

に関しては 1 年以内に症状が出現した者）や循

環器疾患の既往，研究参加日の前日に行った

身体活動に起因する倦怠感や疲労感，筋痛が

残存する場合，過去 1週間以内に上気道炎に罹

患し，症状が残存する者，喫煙歴（過去・現喫煙）

がある者とした 7)．対象者には，口頭および文書

で本研究の目的および手順，内容，リスクについ

て十分に説明し，書面にて同意を得た上で研究

を実施した．なお，本研究は長崎大学大学院医

歯薬学総合研究科倫理委員会の承認を得て実

施した（許可番号 23041302）． 

 

方法 

 

1．実施手順 

本研究では，事前調査，漸増運動負荷試験

（cardiopulmonary exercise test；以下，CPX）およ

び一段階運動負荷試験を実施した 7)．測定の初

日は事前調査と CPXを，2日目以降に一段階運

動負荷試験を 3 回実施し，運動後の回復時にそ

れぞれ通常呼吸（コントロール），腹式呼吸，口

すぼめ呼吸を行い，呼吸困難をはじめとする項

目を評価した．これらすべての測定は 24 時間以

上の間隔を空けるとともに，上記の呼吸法は負

荷試験の事前に封筒法によるランダムな順序を

決定した上で実施した． 

 

2．事前調査 

長崎大学医学部保健学科内部障害系理学療

法学研究室にて，対象者に各測定の目的，手順，

リスク等について研究説明書に従って十分なオリ

エンテーションを行った．その後，身長，体重，バ

イタルサイン，身体活動量（国際標準化身体活

動 質 問 票 ， International Physical Activity 

Questionnaire；以下，IPAQ）を評価した． 

 

3．漸増運動負荷試験 7) 

一段階運動負荷試験の運動強度を決定する

目的で，自転車エルゴメーター（COMBI 社製

232CXL）による CPXを実施した．負荷プロトコル

には 20W/分の漸増ランプ負荷を適用し，回転数

は 50 回/分とした．試験中は，呼気ガス分析装置

（ミナト医科学社製エアロモニタAE-300S）にて酸

素摂取量（oxygen consumption；以下，V
．

O2）なら

びに換気諸量を連続的に測定した．また，試験

開始から 1 分毎に修正 Borg スケールにて呼吸

困難と下肢疲労感を聴取した．試験終了基準は，

対象者が症候限界に至った時点とし，中止基準

は成書 8)に従った． 

 

4．一段階運動負荷試験 

1) 測定方法および運動後回復時の呼吸法 

自転車エルゴメーターを使用し，プロトコルは

安静 5分間，強度 20Wでのウォーミングアップ 1

分間の後，定常負荷による運動を 5分間，クール

ダウンを 20 秒間とした．その後，自転車エルゴメ

ーターから降車し，体幹垂直位の座位にて事前

に決められた呼吸法を 5 分間実施，後述する測

定指標の推移を評価した．なお，運動強度は 

CPX にて得られた最高仕事量（W peak）の 60%

に相当する負荷強度（W）を適用し，回転数は 50

回/分とした． 
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運動負荷終了後 5 分間の回復過程における

各呼吸法として，通常呼吸は対象者に呼吸を意

識させることなく，通常の呼吸を指示した．腹式

呼吸は吸気時に腹部の拡張運動が大きくなるよ

うに意識した呼吸法で，対象者自身の呼吸を調

整させた．なお，本呼吸法を実施できているかど

うかは，腹部にバンドを装着し，対象者が同部位

を触知することで拡張運動を確認した．口すぼめ

呼吸は，口をすぼめてゆっくりと呼気を行いなが

ら呼吸を調整，吸気と呼気の比率は 1：2 以上と

なるように指示した．実施の可否は視覚的に確

認した．なお，腹式呼吸と口すぼめ呼吸は，当該

試験実施前の説明とともに，対象者に十分に練

習を行わせて各呼吸法が行えるように準備させ

た．また，腹式呼吸の際に腹部に装着したバンド

による影響を排除するために，通常呼吸と口す

ぼめ呼吸の際にも同部位にバンドを装着した． 

2) 測定項目 

呼吸困難は修正 Borg スケールを用いて，安

静時および負荷試験開始から終了までは 60 秒

毎，クールダウン終了直後から回復の 5 分間は

30 秒毎に対象者から聴取した．また，呼気ガス

分析装置にてRR，V
．

E，VTを連続的に測定した． 

 

5．統計学的解析方法 

運動後回復過程の呼吸困難の解析として，各

呼吸方法による 3 条件の比較には運動終了後

60 秒毎の各タイムポイントでの修正 Borg スケー

ルの値を Kruskal-Wallis検定にて比較した．また，

本研究では運動開始直前の修正Borg スケール

と同値となるまでの運動後回復時間を呼吸困難

回復時間と定義し，同様に比較した．なお，運動

終了後の評価時間内に呼吸困難が運動前値ま

で回復しなかった対象者は，回復時間を 5 分

（300 秒）として解析に用いた． 

また，呼吸困難の回復との関連性を確認する

目的で RR，V
．

Eと VTの回復推移についても各タ

イムポイントで比較した．この比較には，一次元

配置分析を用いた．測定項目はすべて中央値と

四分位範囲にて示し，危険率は 5%未満をもって

統計学的有意とした．上記の解析には統計解析

ソフトウェア IBM SPSS ver. 25 を使用した． 

 

結果 

 

1．対象者背景 

事前調査ならびにCPXの結果を表 1に示す．

CPX では 1 名が実施直後に気分不良を訴えた

が，経過観察で回復し，その他の対象者は問題

なく実施した．また，一段階運動負荷試験につい

ても全対象者が完遂した． 

 

2．各呼吸法による呼吸困難の回復推移と回復

時間の比較 

図1に各呼吸法による運動後呼吸困難の回復

推移を示す．運動終了時の呼吸困難は修正

Borg スケールで 4 程度であった．その後 300 秒

間の回復過程では，各呼吸法でいずれも同様の

推移を示し，有意な相違を認めなかった．また，

呼吸困難回復時間の中央値（四分位範囲）は通

常呼吸で 240（135－300）秒，腹式呼吸 210（150

－300）秒，口すぼめ呼吸 210（150－292.5）秒で

あり，3条件において有意差はなかった（図 2）． 

 

3．各呼吸法による V
．

Eの回復推移の比較 

同様に各呼吸法による V
．

E の回復推移を図 3

上段に示す．V
．

E は運動によって増大し，終了後

300秒間の回復過程ではいずれの呼吸法も同様

の推移を示し有意な相違を認めなかった． 

 

4．各呼吸法による VT の回復推移の比較 

VT（図 3 中段）は運動によって増大したが，通

常呼吸では速やかに減少したことに対して，口

すぼめ呼吸では増加を維持しており，終了後 60，

120，240，300 秒後の各ポイントでは通常呼吸と

比較して有意に高値を，180 秒では通常呼吸と

腹式呼吸と比較して有意に高値を示した． 

 

5． 各呼吸法による RRの回復推移の比較 

RR（図 3下段）は運動によって増加し，通常呼

吸では終了後に比較的高値で推移したのに対し

て，口すぼめ呼吸では速やかに低下して推移し

ており，通常呼吸と比較して終了後のすべての

ポイントにおいて有意に低値を示した．また，120

秒後では通常呼吸と腹式呼吸と比較しても有意

に低値であった．
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 全体（n = 20） 男性（n = 10） 女性（n = 10） 

年齢，歳 22 (21－22) 22 (21.25－22) 21 (21－22) 

身長，cm 163.8 (160.8－168) 168 (165－171.5) 160.5 (156.9－162) 

体重，kg 56 (50－60.5) 59.5 (56.9－63.5) 52 (50－55.5) 

BMI，kg/m2 20.8 (19.5－21.6) 20.9 (20.6－21.4) 20.2 (19.4－21.9) 

IPAQ 1557 (1125－2566) 1557 (1134－3138) 1601 (1209－2273) 

V
．

O2 peak，ml/kg/min 42 (29.6－45.5) 42.2 (35.6－46.1) 33.9 (21.6－44.3) 

W peak，W 179 (147－200.5) 197 (180.5－206.5) 144 (122－174.5) 

中央値（四分位範囲），BMI=body mass index；IPAQ=International Physical Activity Questionnaire（国際

標準化身体活動質問票）；V
．

O2= oxygen consumption（酸素摂取量）；W=work（仕事量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 対象者背景 

図 1 運動後呼吸困難の回復推移（中央値） 

図 2 呼吸困難回復時間の比較（中央値） 
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図 3 分時換気量（V
．

E），1回換気量（VT），呼吸数（RR）の回復推移 

（上段：V
．

E，中段：VT，下段：RR） 
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考察 

 

本研究では呼吸器疾患のない健常者を対象

に，通常呼吸，腹式呼吸，口すぼめ呼吸による

呼吸法の違いが，運動後の呼吸困難の回復に

及ぼす影響を検討した．その結果，3 条件によっ

て呼吸困難の回復推移には有意な相違を認め

なかった．また，各呼吸法による回復時間は通常

呼吸で 240 秒，腹式呼吸と口すぼめ呼吸はいず

れも 210 秒と同等であり，通常呼吸との差は 30

秒であったが，有意な差は得られなかった．また

V
．

Eも，各呼吸法で回復推移に有意差を認めなか

った．なお，口すぼめ呼吸は他の呼吸法，特に

通常呼吸と比較して RR が少なく，VTが大きく推

移した． 

運動後の呼吸困難は，酸素負債に起因するも

のである．酸素負債とは，「運動終了後に安静レ

ベルに回復するまでの酸素摂取量の総量」であ

り，運動開始時に不足していた酸素借を補う 9)．

酸素負債は運動強度や時間，さらには個人の有

酸素運動能力に依存するが，酸素をいかに速や

かに摂取できるかが，安静レベルに回復するま

での時間に影響すると言える．本研究では 3 つ

の呼吸法において，運動後の V
．

E の推移には有

意な変化がなかったことから，酸素摂取に必要な

換気量を呼吸法によって変化，特に増大させる

ことができなかったと考えた．つまり，呼吸法の違

いは酸素負債における酸素摂取に影響しないの

ではないかと推察した． 

しかしながら，呼吸法によって運動後の RR と

VT の推移に相違を認めた．特に口すぼめ呼吸

は通常呼吸や腹式呼吸と比較して VT が大きく，

RRが少ないといった呼吸パターンが特徴的であ

ることが確認できた．しかし先述の通り，この呼吸

パターンの変化は V
．

Eを変化させるまでの影響は

得られないということが示唆された． 

本研究の限界として，まず今回は運動後の呼

吸困難が修正 Borg スケールで 4（多少強い）程

度と比較的低値であったため，運動強度が結果

に影響した可能性があった．また，対象者が 20

名であり，3 つの呼吸法の回復過程を解析する

上では，対象者数が不十分であったことも考えら

れる．さらに，今回は運動後の回復時間の評価

を 5分間と定めていたため，その時間が短かった

可能性もある． 

今後の研究の展望として，高齢者や慢性器疾

患患者を対象に検討する必要があると考えた．

加えて，呼吸法を運動後のみならず，運動中に

も行うことで運動後の呼吸困難の回復にどのよう

に影響するかなどの検討する必要性も示された． 

 

まとめ 

 

本研究では健常者を対象として検討した結果，

通常呼吸，腹式呼吸，口すぼめ呼吸の 3 つの呼

吸法の違いは，運動後呼吸困難の回復推移と回

復時間に対して有意に影響しないという結果が

得られた．しかしながら，腹式呼吸と口すぼめ呼

吸による回復時間は同等で，通常呼吸とは 30秒

間の差があった．健常者を対象とする場合，呼

吸法の相違は呼吸困難からの回復に影響を及

ぼさない可能性が示唆された． 
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ハイハイ動作分析基準における項目数削減の検討 

 

 

市川夏・川添謙弥・坂井美空 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. はじめに 

ヒトの発達は中枢神経系の変化を背景として

いるが, 中枢神経系の発達は遺伝的要因を重

視した神経成熟理論から,環境とのやりとりのな

かで多様なネットワークを構築していくという神

経細胞群選択説 (Neuronal Group Selection 

Theory ; 以下,NGST)がヒトの運動発達を理解

するために使用されることが多くなっている 1－3). 

NGST によると定型的な運動発達には

Repertory(個体がもつ内在的な動きの種

類 ),Variability( 状況に最 も適 し た動 き を

repertory から選択する能力),Variation(運動の

結果として観察される動きの種類)という要素が

含まれている.乳幼児は様々な動作を獲得する

にあたって,まず多彩な Variation をもち,動作を

重ねるごとにVariabilityが発達しその目的に対

して適切な動きを選択し,Variationを減少させる.

このような変化を繰り返すことで動作を効率化

が不必要な神経回路の刈り込みや強化によっ

て起こり,より高度な運動や思考が可能となる. 

神経発達学によると,乳幼児は出生後早期に

すべての脳領域で神経回路が爆発的に発達

し 4),生後 1か月の乳児はすでに自発運動や動

揺に対する反応行動の中で感覚情報をもとに

姿勢のコントロールをしている 5).また,感覚運動

経験によって蓄積された運動スキルが新しい

動作を学習する過程で効率的に利用される 6). 

我々の研究室では,運動発達を NGST で説

明する具体的な例として,ハイハイ動作のへん

か過程に注目した研究を行っている.この研究

は当初,ハイハイから歩行獲得に至る過程のパ

ターンを探求する目的で実施されたが,この過

程が多様性に富むためパターン化が困難とさ

れた.そこで,多様なハイハイ動作を記録する手

段として,「ハイハイ動作分析基準」を考案し,改

良を重ねて現在は第 6版に至っている 7)（表 1）. 

この分析基準は,三次元動作分析解析機のよう

な大掛かりな装置を使用せず,場所を問わず乳

幼児の自然なハイハイ動作を分析でき,保育士

や保護者などの動作分析について専門的な知

識が無いものでも扱えるというコンセプトの元に

考案された.ハイハイ動作は,ハイハイ 1サイクル

における頭部や体幹などの各身体の動きを大

項目Ⅰ～Ⅳ,小項目計 24 項目でコード化され 

(表１),記録することができる．この記録されたコ

ードを用いた先行研究では,定型発達群と発達

要旨 

本研究は，運動発達を神経細胞群選択説（NGST）で説明する例として，ハイハイ動作の変化過程に注目

し，ハイハイ動作の記録のために考案された，「ハイハイ動作分析基準（第 6 版）」について，その動作項目

の削減を検討する目的で行われた．発達の「正常」ぐんと「疑わしい」群のハイハイバリエーション累積総数に

有意な差があるという先行研究を元に，21名の乳幼児のデータを 1動作項目もしくは対になる 2動作項目を

削除したコードを使用し，先行研究と同様に 2 群に有意な差が認められるかを検討した．その結果，乳幼児

期のハイハイ動作の経験を通した運動学習とその後の発達を評価するためには，頭部－体幹における動作

項目が必須であることが示唆された．今後は，より簡便なスクリーニングツールとして，専門的な知識や技術

を持たない職種においても使用できるような検討が必要と思われる． 
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に遅れの疑いのある群のハイハイのバリエーシ

ョン累積総数に有意な差があり ,ハイハイの

Variability とその後の発達との関連が示唆され

ている 8). 

 

表 1. ハイハイ動作分析基準（第 6版） 

 

 

 

  図 1.コード化の方法 

 

しかし,この「ハイハイ動作分析基準(第 6版)」

は 24 項目と多くの動作を分析する必要があり,

時間・手間・専門的知識が求められる.臨床の

場で使用するためには,より簡略化された動作

分析基準が求められると考え,今回は動作項目

数の削減が可能かを検討することも目的として

研究を行った. 

 

2. 対象と方法 

本研究の分析対象は本研究室により 2015

年から 2020年までに撮影されたハイハイ動作

をコード化したデータであった.このデータは,ハ

イハイ動作に関する研究に参加した 42名の乳

幼児のうちハイハイをしない Shuffling Baby

（n=2）やデータ不足,保育所の退所などにより

ハイハイの評価もしくは発達評価を実施できな

かった対象を除外した 21名の乳幼児のもので

あった. 撮影は研究に協力を得られた保育所

内もしくは当研究室にて 1～2週間の間隔で行

い,乳児がハイハイを始めてから独立歩行がで

きるようになるまで継続されていた（のべ 262回

目撮影）. 

また,対象の乳幼児が 2歳以上になった時に

DENVERⅡ（日本語版 DENVERⅡ）を用いて発

達評価を行い, 「正常」または「疑わしい」のど

ちらかの結果を割り当てている.先行研究では,

この「正常」群と「疑わしい」群のハイハイのバリ

エーション累積総数に有意な差があり,本研究

では動作項目を示す項目のうち 1つを消去し

た場合に先行研究と同様の結果が得られるか

検証した.この検証方法を選択した理由は分析

対象となるコードには数字が割り当てられてい

るが,これは動作を記録するための名義尺度で

あり,バリエーション累積総数を求めるには手作

業でコードを削除する必要があった. 

さらに,動作分析基準の中で「 I-2; 右上肢

の使い方」「 I-3; 左上肢の使い方」などの動作

項目の内容が左右でのみ違っている動作項目

を「左右で対となっている動作項目」として, 9

ペアを削除対象とした. 

上記の条件で,動作項目を削除し,1桁ないし

は 2桁少ないコードを作成し,バリエーション累

積総数を求めた（図 2）.これらの処理を 21名

分実施し,「正常」群と「疑わしい」群の 2群間に

有意な差があるか検証した.一連の処理を全動
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作項目にて実施し,先行研究と同様の結果が

得られるかを検証した. 

 

 

図 2.コード化されたデータの処理方法 

 

3. 統計処理 

データ解析には,統計解析ソフト JMP Pro 

17(SAS Institute Japan 製)を使用した.ハイハイ

のバリエーション累積総数の 2群間比較につ

いては,対応のない t検定を使用して解析した.

なお,統計的有意水準はｐ＜0.05 とした. 

 

4. 結果 

表２の「ハイハイ動作分析基準(第6版)」に含

まれる 24 項目を示すコードのうち１つを消去し

た場合では,以下の 2 項目で 2 群間に差が認

められなかった． 

① Ⅱ-1；右上肢を前に出す時(左上肢で

支持している時)の頭の傾き方 

② Ⅲ-5；脊柱の伸展 

 

表３の左右で対になっている動作項目を２つ同

時に消去した場合では，以下の 6 組で 2 群間

に差が認められなかった． 

① I-2；右上肢の支持の仕方(左上肢を前

に出すとき 

I-3； 左上肢の支持の仕方(右上肢を

前に出すとき 

② Ⅱ-1；右上肢を前に出すとき 

（左上肢で支持しているとき）の頭の

傾き方 

Ⅱ-3；左上肢を前に出すとき 

（右上肢で支持しているとき）の頭の

傾き方 

③ Ⅱ-2；右上肢が床についた時の頭の上

がり方 

Ⅱ-4；左上肢が床についた時の頭の上

がり方 

④ Ⅲ-1；右上肢を前に出すとき 

（左上肢で支持しているとき）上部体

幹の傾き方 

Ⅲ-2；左上肢を前に出すとき 

（右上肢で支持しているとき）上部体

幹の傾き方 

⑤ Ⅲ-3；右上肢を前に出すとき 

（左上肢で支持しているとき）下部体

幹の傾き方 

Ⅲ-4；左上肢を前に出すとき 

（右上肢で支持しているとき）下部体

幹の傾き方 

⑥ Ⅲ-6；右上肢を前に出すとき 

（左下肢で支持しているとき）脊柱の

側弯 

Ⅲ-7；左上肢を前に出すとき 

（右下肢で支持しているとき）脊柱の

側弯 

 

5. 考察 

 コードを 1つ削除した際に優位水準を満たさ

ない動作項目は「Ⅱ-1；右上肢を前に出す時(左

上肢で支持している時)の頭の傾き方」 ，「Ⅲ-

5；脊柱の伸展」であり，具体的な動作はそれぞ

れ「頭部をほぼ垂直に保っている」，「頭が左に

傾く」，「頭が右に傾く」，「背中が明らかに曲が

っている」であった．また，コードを 2つ削除し

た際に優位水準を満たさない項目の例として

「Ⅱ-1；右上肢を前に出すとき（左上肢で支持し

ているとき）の頭の傾き方，Ⅱ-3；左上肢を前に

出すとき（右上肢で支持しているとき）の頭の傾

き方」があり，具体的な動作は「頭をほぼ垂直

に保っている」「頭が左に傾く」「頭が右に傾く」

であった．そのほかの項目に関しても頭部や体

幹の動きが評価項目となっており，ハイハイ動

作の経験を通した運動学習とその後の発達を

評価するためには，頭部体幹における動作項

目が必須であることが明らかになった．
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表２．一項目ずつ消去際の結果 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

                      

表３．2項目ずつ消去した際の結果
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その理由について検討するにあたり，まず定

型発達児の出生からハイハイ動作獲得までの姿

勢反射と運動発達の流れを考慮に入れる必要が

ある． 

（出生～生後 3か月） 

ATNR や TLR の影響を受け,運動は不随意的な

原始反射を伴った動きが優位である.生後三か月

ごろ,非対称性緊張性頚反射(ATNR)や緊張性

迷路反射(TLR)が減衰し頭部の立ち直り反応が

発達するにつれて,正中位での頭部コントロール,

正中位指向(身体中心線上での四肢の運動),臥

位での抗重力位運動を獲得する. 

(生後 3～6カ月) 

ATNR や TLR の影響は次第に消失し,頭部・体

幹の立ち直り反応の発達と相まって,対称性姿勢,

頭部の安定性(定頸)を獲得する.正中位指向の

運動が活発になり,頭・目・手の協調性が発達す

る.3か月ごろから前腕支持(on forearm),4か月ご

ろから肘支持(on elbows),5 か月ごろから両手で

の支持(on hands),6 か月ごろピボットブローン(飛

行機肢位)が可能となり,体幹筋群の協調的な活

動と姿勢コントロールが発達する. 

(生後 6～9カ月) 

四つ這い位・座位での平衡反応(傾斜反応),前・

側方の上肢保護伸展反応が成熟し,臥位―側臥

位―四つ這い位―座位の様々なパターンと変化

に富んだ姿勢で遊ぶようになる.さらに腹臥位で

は,7 か月ごろから腹這い,8 か月ごろには四つ這

い位が可能となる(対称性緊張性頚反射｟STNR｠

が四つ這い位を誘導する).また 8か月ごろになる

と STNR が次第に消失し,9 か月ごろから交互性

の四つ這い移動が可能になり,座位においても 9

か月ごろから支持なしでの座位が可能となる 10）. 

ダイナミックシステム理論や NGST でも述べら

れているように,乳幼児の運動は環境との要因の

中で体の使い方が豊富になればなるほどバリエ

ーションが増える.そうすることによって,そのバリエ

ーションが内在した運動のレパートリーとなり,そ

の場その場での状況に適切な動きを選択するこ

とができるように発達してくのである.このような一

連の流れにおける基盤を構成しているのが頭部

―体幹である. 

運動発達における頭部―体幹の役割としては,

多様な運動行動を保障する抗重力性・支持性・

運動性などが挙げられ,それによって上肢のリー

チ動作や把持機能,下肢の運動性機能を保障す

る体幹の伸展・回旋(捻じれ)運動と体重移動など

が可能となる 11). 

以上の理由により,本研究において体幹に関

する項目を消去した際に発達の「正常」群と「疑

わしい」群の 2 群間に優位な差が認められなくな

ると考えられる. 

本分析基準法を用いて評価した対象児は,もと

もと神経学的・整形外科的に問題のない乳幼児

であった．後の調査で発達に遅れの疑いがある

乳児が含まれていることが判明したが，明らかな

運動障害や ASD，ADHDなどの発達障害を有

する児童が対象でないため,これらの児を早期発

見するための評価ツールとして用いることは難し

いと考えられる.しかし,本分析基準表を用いて評

価を行った結果,通常発達児と比較して発達に

遅れの疑いがある児童ではバリエーション数が

優位に少ないことが明らかになったため発達障

害の疑いのある児童に対するスクリーニング検査

としての可能性が示唆された. 

 

6. 結語 

本研究は，運動発達を神経細胞群選択説

（NGST）で説明する例としてハイハイ動作に着目

し，ハイハイ動作の記録のために考案された「ハ

イハイ動作分析基準（第 6版）」について，その

動作項目数の削減を検討する目的で行われた．

先行研究で用いられた同じデータを使用するこ

とで，動作項目を削除した際に同じ結果が得ら

れるかどうか検討した．その結果，ハイハイ動作

の経験を通した運動学習とその後の発達を評価

するためには，頭部体幹における動作項目が必

須であることが明らかになった． 

また,本研究の対象児には明確に診断された

児童を含まなかったため,今後精神運動発達遅

滞などの明確な診断がある児童を含んだ対象に

おいて評価を行った際にも同様の結果が現れれ

ば,本分析基準を用いたスクリーニングがより有用

性が得られるのではないかと思われる. 
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筋収縮運動が変形性膝関節症の荷重時痛および歩行時痛 

ならびに軟骨下骨の病変におよぼす影響 

－ラット変形性膝関節症モデルを用いた基礎的検討－ 

 

江田健輔・川崎遥香 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに 

 

変形性膝関節症（knee osteoarthritis，以下，膝

OA）は，罹患関節の荷重時痛や歩行時痛を主

訴とする運動器疾患である．先行研究 1, 2)では，

荷重時痛や歩行時痛が強い膝 OA 患者はそれ

らが弱い患者と比べて，床上動作や歩行，階段

昇降といった日常生活活動（activities of daily 

living，以下，ADL）が阻害され，身体活動量や

生活の質（quality of life，以下，QOL）が低下す

ることが示されている．また，疼痛によって身体活

動量が低下すると，不活動性疼痛が惹起される

ようになり，さらに疼痛が増悪するという悪循環に

陥る 3)．そのため，膝OAの理学療法では荷重時

痛や歩行時痛に対して有効な理学療法アプロー

チを実践し，前述した痛みの悪循環を断ち切る

ことが重要となる． 

一般に，膝 OA に対する治療では運動療法の

実施・継続が推奨されており，その疼痛軽減効

果が明らかにされている．また，その機序につい

ても解明が進んでおり，所属研究室の先行研究
4)では，膝 OAにおける痛みの主要な病態である

滑膜炎の抑制効果を明らかにしている．具体的

には，進行期のラット膝 OA モデルに対して大腿

四頭筋に電気刺激誘発性筋収縮運動を負荷す

ることで膝関節の屈曲伸展運動を負荷すると，患

部である膝関節の圧痛閾値の低下が改善し，滑

膜では炎症型マクロファージの減少および抗炎

症型マクロファージの増加といった変化が認めら

れる． 

一方，荷重時痛や歩行時痛には，滑膜炎だけ

でなく軟骨下骨に生じる変化が関与していること

が示されている．実際，ヒトを対象とした先行研究

では磁気共鳴画像（magnetic resonance imaging，

以下，MRI）で認められる軟骨下骨の病変が著し

いほど，歩行時痛が顕著になることが報告されて

いる 5)．そして，膝 OA の軟骨下骨に由来する痛

みの病態の 1 つとして破骨細胞の増加・活性化

が挙げられる．先行研究 6)では，滑液中に放出さ

れた炎症性サイトカインが軟骨細胞を刺激すると

破骨細胞の分化を促進する receptor activator of 

nuclear factor-KB ligand（以下，RANKL）が産生

されるようになり，軟骨下骨では破骨細胞が増

加・活性化することが報告されている．活性化し

要旨 

変形性膝関節症（以下，膝 OA）患者では，荷重時痛や歩行時痛が身体活動量や QOLの低下を惹

起することが知られている．しかし，荷重時痛や歩行時痛ならびにそれらの病態として指摘されてい

る軟骨下骨における破骨細胞や神経成長因子の増加に対する運動療法の効果は明らかでない．そ

こで，本研究ではラット膝 OA モデルに対して電気刺激誘発性の筋収縮運動を負荷し，荷重時痛お

よび歩行時痛ならびに前述した軟骨下骨の病態におよぼす影響について検討した．その結果，筋

収縮運動を負荷すると患肢荷重率および立脚期率，遊脚期率が改善し，軟骨下骨における破骨細

胞数と NGF陽性細胞数が減少していた．つまり，運動療法は膝 OAの荷重時痛や歩行時痛の軽減

に有効であり，その機序には軟骨下骨の病態を抑制することが関与していると推察される． 
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た破骨細胞は神経成長因子（nerve growth factor，

以下，NGF）を産生するようになるが，これは疼痛

メディエーターとして作用するため，軟骨下骨に

分布する一次感覚ニューロンを刺激することで軟

骨下骨に由来する疼痛が発生するようになる．こ

のような病態は膝 OA 患者の荷重時痛や歩行時

痛と関連する可能性が示されている 5)．ただ，荷

重時痛や歩行時痛の病態に対する運動療法の

効果についてはこれまで明らかにされておらず，

この点を明らかにできれば膝 OA に対する運動

療法の生物学的エビデンスの構築に寄与するこ

とができる． 

そこで，本研究ではラット膝 OA モデルを用い

て大腿四頭筋に電気刺激誘発性筋収縮運動を

負荷し，荷重時痛および歩行時痛ならびに軟骨

下骨における破骨細胞や NGF の動態におよぼ

す影響について検討した． 

 

材料と方法 

 

1. 実験動物 

実験動物には 7週齢のWistar系雄性ラット 14

匹を用い，これらをモノヨード酢酸（Mono-

iodoacetic acid，以下，MIA）2mg を右膝関節腔

内に投与し，OA を惹起する実験群（n = 10）と

MIA 投与の疑似処置として右膝関節腔内に生

理食塩水を投与する Sham群（n = 4）に振り分け

た．そして，実験群は①OAを惹起後，35日間通

常飼育をする OA 群（n = 5），②OA を惹起後，

大腿四頭筋に等張性筋収縮運動を負荷する運

動群（n = 5）に振り分けた．なお，各運動介入は，

先行研究 4)を参考に MIA 投与後 15 日目より実

施した．本研究は長崎大学動物実験委員会で

承認を受けた後，同委員会が定める動物実験指

針に準じ，長崎大学先導生命科学研究支援セン

ター・動物実験施設において実施した．（承認番

号：2307181886-2） 

 

2. 膝 OAモデルラットの作製方法 

実験群のラットに対しては，3 種混合麻酔薬

（塩酸メデトミジン 0.375mg/kg，ミタゾラム 2mg/kg，

酒石酸ブトルファノール 2.5mg/kg）を腹腔内へ投

与することで麻酔した．そして， 30 ゲージの注

射針（NIPRO 社）を各ラットの右膝蓋靭帯直上に

刺入し，MIA2mg を溶解した 50μL の生理食塩

水を関節腔内に投与することで膝 OA を惹起し

た．なお，Sham 群のラットに対しては，同様の手

順で麻酔を行った後，生理食塩水を右膝関節腔

内に投与することで擬似処置を施した． 

 

3. 電気刺激誘発性筋収縮運動の実施方法 

運動群のラットに対しては，前述の 3種混合麻

酔薬を腹腔内に投与することで麻酔した後，低

周波治療器トリオ 300（伊藤超短波社）を用いて，

刺激周波数 50Hz，パルス幅 250μsec，刺激強度

2~3mA の条件で，大腿四頭筋を 2 秒間収縮，4

秒間弛緩させることで筋収縮運動を負荷した．な

お，実施時間は 20 分とし，この運動を 1 日 1 回

週 5回の頻度で 3週間継続して負荷した． 

 

4. 痛みの行動学的評価 

実験期間中は，以下に述べる痛みの行動学

的評価を実施した．なお，行動学的評価を適切

に行うため，実験開始に先立ち 7 日間のハンドリ

ング期間を設け，ラットを測定環境に馴化させた． 

 

1) 患肢荷重率 

各ラットの荷重時痛を評価するため，インキャ

パシタンステスト装置（バイオリサーチ社製）を用

いて左右の後肢荷重量を測定した．具体的には，

覚醒状態にある各ラットを装置上に設置されたア

クリルホルダー内に入れ，2 枚のセンサープレー

トの上にラットの後肢足部が左右対称になるよう

に静置した．そして，10 秒間安静状態を保った

際の左右の後肢荷重量を計測した．得られた測

定値から後肢の合計荷重量（g）を求め，この値

に対する患側後肢の荷重量の百分率を算出した．

計測は 5 回行い，算出した各百分率の平均値を

各個体データとして採用した．なお，これらの測

定は MIA および生理食塩水の投与前日と，投

与後は 14日目，その後は 7日毎に 35日目まで

行った． 

 

2) 歩行解析 

先行研究では，1 歩行周期時間に対する立脚

期時間および遊脚期時間の百分率（立脚期率

および遊脚期率）は炎症性疼痛の動物モデルに

おける動作時痛の指標となることが報告されてい
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る 7-9)．そこで，本研究では動作時痛を評価する

目的で，DigiGait 小動物用トレッドミル（Mouse 

Specifics 社）を用いて，歩行解析を行った．具体

的には，小動物用トレッドミル上でラットを歩行さ

せ，その様子をトレッドミルの下部に設置した高

速カメラを用いて撮影した．歩行条件は歩行速

度 23cm/秒，トレッドミル傾斜角度 0°とした．ま

た，撮影条件は撮影周波数 216 フレーム/秒とし，

3 歩行周期撮影した．次に，専用の解析ソフトを

使用し，撮影した動画を用いて 1 歩行周期時間

に対する立脚期率（%）および遊脚期率（%）を算

出した．そして，各ラットについて 3 歩行周期分

の立脚期率および遊脚期率の平均値を算出し，

これをデータとして採用した．なお，測定は MIA

および生理食塩水投与前日，投与後 14 日目お

よび 35日目に行った． 

 

5. 試料作製 

 実験期間終了後，各ラットの右側膝関節を摘

出し，24 時間 4％パラホルムアルデヒドに浸漬す

ることで組織固定を行った．続いて，脱灰処理を

行った後に通法のパラフィン包埋を行った． 

 

6. 組織化学的検索 

パラフィン包埋した試料より 5μm 厚の前額断

薄切切片を作製し，破骨細胞の動態を確認する

目的で酒石酸耐性酸性フォスファターゼ

（tartrate-resistant acid phosphatase; TRAP）染色

に供した．そして，染色像は顕微鏡用デジタルカ

メラを用いて 200 倍の拡大像で撮影した．得られ

た画像を用いて軟骨下骨における骨髄腔辺縁

の長さおよび破骨細胞数を計測し，1mm あたり

の破骨細胞数を算出した． 

 

7. 免疫組織化学的検索 

作製した 5μm 厚の前額断薄切切片を軟骨下

骨における NGF の動態を確認する目的で抗

NGF抗体を用いた免疫組織化学染色に供した．

TRAP 染色時と同様の方法で撮影し，得られた

画像を用いて軟骨下骨における骨髄腔辺縁の

長さおよびNGF陽性細胞数を計測し，1mmあた

りの NGF陽性細胞数を算出した． 

 

 

8. 統計処理 

 すべてのデータは平均値±標準偏差で示した．

痛みの行動学的評価の結果の比較には，二元

配置分散分析を適用した．また，破骨細胞数お

よび NGF 陽性細胞数の比較には，一元配置分

散分析を適用した．検定において有意差を認め

た場合は，事後検定として Bonferroni 法を適用

した．なお，すべての統計手法とも有意水準は

5%未満とした． 

 

結果 

 

1． 患肢荷重率 

MIA 投与後 14 日目において，OA 群と運動

群の患肢荷重率は Sham群と比べて有意に低値

を示し，この 2群間に有意差は認められなかった．

そして，運動介入後の推移をみると，介入 7日後

において運動群の患肢荷重率はOA群と比べて

有意に高値を示し，これは介入 21日後まで持続

していた（図 1)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 患肢荷重率の変化 

 

灰色：Sham群，赤：OA群，緑：運動群 

*：Sham群との有意差．：OA群との有意差． 

P < 0.05．平均±標準偏差 
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2． 歩行解析 

  1歩行周期時間に対する立脚期率は，運動介

入 21 日後では OA 群は Sham 群と比べて有意

に低値を示した．一方，運動群はOA群と比べて

有意に高値を示し，Sham群との間に有意差を認

めなかった．次に，1 歩行周期時間に対する遊

脚期率は，運動介入 21日後ではOA群は Sham

群と比べて有意に高値を示した．一方，運動群

は OA 群と比べて有意に低値を示し，Sham 群と

の間に有意差を認めなかった（図 2）． 

 

 

 

3． TRAP染色像および破骨細胞数 

 sham 群の染色像を検鏡すると，軟骨下骨の骨

髄腔辺縁に複数の核を持つ扁平な破骨細胞が

散見された（図 3a）．これに対して，OAの染色像

を検鏡すると，特に，摩耗が著しい関節軟骨の

直下の軟骨下骨において，複数の肥大化した破

骨細胞が観察された（図 3b）．一方，運動群では

肥大化した陽性細胞が散見されるものの，Sham

群の染色像で認められた扁平な破骨細胞も認め

られた（図 3c）．そして，骨髄腔辺縁 1mm あたり

の破骨細胞数を算出し，各群を比較したところ，

OA 群と運動群は Sham 群と比べて有意に高値

を示し，この 2群を比較すると運動群が有意に低

値を示した（図 3d）． 

 

4． 免疫組織化学的染色像および NGF数 

sham 群の染色像を検鏡すると，軟骨下骨の

骨髄腔辺縁に褐色の陽性反応を示す扁平な多

核細胞が散見された（図 4a）．これに対して，OA

染色像を検鏡すると，複数の肥大化した多核の

陽性細胞が観察された（図 4b）．一方，運動群で

は肥大化した陽性細胞が散見されるものの，

Sham 群の染色像で認められた扁平な陽性細胞

も認められた（図 4c）．抗NGF抗体を用いた免疫

組織化学染色像における骨髄腔辺縁 1mm あた

りの NGF 陽性細胞数を算出し各群を比較したと

ころ，OA 群は Sham 群と比べて有意に高値を示

した．一方，運動群は OA 群と比べて有意に低

値を示し，Sham 群との間に有意差を認めなかっ

た（図 4d）． 

 

考察 

 

 本研究では，ラット膝 OA モデルを用いて電気

刺激誘発性の筋収縮運動を大腿四頭筋に負荷

し，荷重時痛および歩行時痛におよぼす影響な

らびに軟骨下骨における破骨細胞および NGF

の動態について検討した． 

 まず，荷重時痛の指標である患肢荷重率の変

化について，MIA 投与後 14 日目において OA

群と運動群の患肢荷重率は Sham 群と比べて有

意に低値を示し，この 2 群間に有意差は認めら

れなかった．つまり，OA 群と運動群の 2 群にお

いては MIA 投与によって同程度の膝 OA が惹

a

b

図 2 1歩行周期時間に対する立脚期率 

および遊脚期率 

a：1歩行周期時間に対する立脚期率  

b：1歩行周期時間に対する遊脚期率 

灰色：Sham群，赤：OA群，緑：運動群． 

：Sham群との有意差．:OA群との有意差． 

p < 0.05．平均±標準偏差 
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起され，荷重時痛が発生したと推察される．そし

て，その後の推移をみると，運動介入 7 日後から

運動群の患肢荷重率はOA群と比べて有意に高

値を示した．これらの結果より，運動群では運動

介入後から荷重時痛が軽減していることが示唆

され，筋収縮運動は荷重時痛の改善に対して有

効であると推察される． 

次に，歩行時痛の指標である歩行解析の結果

について，運動介入期間終了時における立脚期

率は，OA 群は Sham 群と比べて有意に低値を

示したが，運動群は OA 群と比べて有意に高値

を示し，Sham 群との間に有意差を認めなかった．

次に，運動介入期間終了時における遊脚期率

は，OA群は Sham群と比べて有意に高値を示し

たが，運動群は OA 群と比べて有意に低値を示

し，Sham 群との間に有意差を認めなかった．先

a 

b c 

図 3 軟骨下骨の TRAP染色像ならびに骨髄腔辺縁 1㎜あたりの破骨細胞数 

a：Sham群，b：OA群，c：運動群．bar=50μm．矢頭：破骨細胞． 

：Sham群との有意差．:OA群との有意差．p < 0.05． 

a 

b c 

d

図 4 軟骨下骨の免疫組織化学的染色像ならびに骨髄腔辺縁 1㎜あたりの NGF陽性細胞数 

a：Sham群，b：OA群，c：運動群．bar=25μm．矢頭：NGF陽性細胞． 

：Sham群との有意差．：OA群との有意差．p < 0.05． 
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行研究では，げっ歯類における立脚期率の短縮

および遊脚期率の延長は歩行時痛の発生を示

唆することが報告されている 7-9)．つまり，前述し

た運動群における立脚期率および遊脚期率の

結果は運動介入後に歩行時痛が軽減しているこ

とを示唆しており，筋収縮運動は歩行時痛の軽

減にも有効であるといえる．ただ，荷重時痛と異

なり，MIA投与 14日後における OA群および運

動群の立脚期率ならびに遊脚期率は sham 群と

比べて増悪傾向にあるものの，統計学的解析の

結果としては有意差を認めていない．この点につ

いては今後，再検討する必要がある． 

 そして，各群の軟骨下骨の骨髄腔辺縁 1mmあ

たりの破骨細胞数は， OA 群と運動群は Sham

群と比べて有意に高値を示し，この2群を比較す

ると運動群は OA 群と比べて有意に低値を示し

た．したがって，OA 群と運動群では膝 OA が惹

起されたことで軟骨下骨において破骨細胞が増

加したものの，運動群では筋収縮運動が負荷さ

れたことで破骨細胞が減少したのではないかと

考えられる．次に，各群の軟骨下骨における

NGF 陽性細胞数は，OA 群は Sham 群と比べて

有意に高値を示したのに対して，運動群は OA

群と比べて有意に低値を示し，また，Sham 群と

の間に有意差を認めなかった．つまり，OA 群と

運動群では膝 OA が惹起されたことで軟骨下骨

において NGFの発現が増加したものの，運動群

では筋収縮運動が負荷されたことでNGFの発現

が減少したものと考えられる．膝 OA 患者の軟骨

下骨化では破骨細胞が増加・活性化しており，

NGF を産生することが知られている．そして，

NGF は疼痛メディエーターとして作用するため，

軟骨下骨における破骨細胞および NGF の発現

増加といった変化は軟骨下骨に由来する荷重時

痛や歩行時痛の病態の 1 つではないかと考えら

れている 5)．実際，ラット膝OAモデルに対して破

骨細胞のアポトーシスを誘導するビスホスホネー

ト製剤を投与すると，軟骨下骨における破骨細

胞数が減少し，痛みが軽減することが報告されて

いる 10)．このような知見を参考にすると，運動群

で認められた軟骨下骨における破骨細胞および

NGF の抑制は荷重時痛および歩行時痛の軽減

に関与しているのではないかと推察される． 

 本研究では，筋収縮運動による破骨細胞数お

よび NGF 産生細胞の抑制機序については検討

できていない．ただ，先行研究の知見に基づくと，

以下のような機序が関与している可能性が考え

られる．まず，一つ目に筋収縮運動による滑膜炎

の抑制が挙げられる．滑膜炎において産生され

る炎症性サイトカインは滑膜細胞などを刺激する

ことで破骨細胞の分化を促進する RANKL の発

現を誘導することが報告されている 11, 12)．前述し

たように所属研究室の先行研究 4)では，ラット膝

OA モデルに対して大腿四頭筋の筋収縮運動を

負荷すると，滑膜において炎症型マクロファージ

が減少することを明らかにしている．したがって，

筋収縮運動を負荷したことで滑膜細胞における

RANKL の産生が抑制された結果，軟骨下骨に

おける破骨細胞数が減少し，NGFの発現が抑制

された可能性がある． 

次に，オステオプロテゲリンの発現増加が関与

している可能性が考えられる．オステオプロテゲ

リンは破骨細胞の分化を抑制する因子であり，閉

経後の女性を対象とした先行研究 13)では，運動

を継続することで身体活動量を増加させると血中

のオステオプロテゲリン濃度が増加することが示

されており，このような変化が破骨細胞数の減少

に関与していると考えられている．したがって，本

研究の運動群においても筋収縮運動が負荷さ

れたことで血中のオステオプロテゲリン濃度が上

昇し，破骨細胞が減少した可能性が考えられる．  

3 つ目の機序として，インターロイキン

（interleukin, 以下，IL）-6の発現抑制が考えられ

る．IL-6 は RANKL を介すことなく，それ自体が

破骨細胞の分化を促進する作用を有しているこ

とが知られている 14,15)．そして，前述したように筋

収縮運動は滑膜炎を抑制することから，滑膜に

おける IL-6 の発現が抑制されることで破骨細胞

の分化も抑制された可能性が考えられる． 

最後に，イリシンなどのマイオカインの産生が

関与すると考えられる．マイオカインとは，筋収縮

により筋肉から分泌されるサイトカインのことであ

り，その一種であるイリシンは，破骨細胞の産生

を抑制する働きがあることが報告されている 16)．

したがって，筋収縮運動を負荷したことで大腿四

頭筋におけるイリシンの産生が増加し，これが血

流を介して軟骨下骨に到達し，破骨細胞に作用

することでその数が減少したのではないかと考え
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られる． 

以上，詳細な機序は不明であるが，ラット膝

OAモデルに対して筋収縮運動を負荷すると，軟

骨下骨における破骨細胞ならびに NGF の発現

が抑制されることで荷重時痛や歩行時痛が軽減

したものと推察される．そして，このような機序が

膝 OA に対する運動療法の疼痛軽減効果の機

序の一端と考えらえる．ただ，前述した仮説につ

いては検証できておらず，この点については今

後の検討課題である．加えて，NGF は軟骨下骨

における一次感覚ニューロンの分布密度の増加

に関与することが指摘されており，そのような変

化も軟骨下骨に由来する荷重時痛および歩行

時痛の病態と考えられているが，本研究では軟

骨下骨における一次感覚ニューロンの分布密度

については検討できておらず，この点についても

今後明らかにしていく必要がある． 
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非支持型上肢運動負荷試験における 

メントールの吸入が呼吸困難に及ぼす影響 

 

珊瑚龍之介 

 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに 

慢性呼吸器疾患患者では，換気制限やガス

交換障害など不可逆的な呼吸機能障害による

労作時の呼吸困難を主症状とし，日常生活動

作（activities of daily living; ADL）の低下をき

たす 1)．呼吸困難による ADL の制限は，活動

量の減少とそれに伴う廃用性の身体機能低下

を招き，死亡予測因子とも関連する 2)ことか

ら，呼吸困難の改善は慢性呼吸器疾患患者の

治療にあたって重要な目標となる． 

 ADL で呼吸困難を自覚する動作には，運動

負荷の強い坂道や階段などの歩行，体幹前屈

を含む腹部に圧迫がかかる動作，息を止める

動作や上肢を挙上する動作，上肢の反復動作

などがある 1)．なかでも，洗濯物を干す動作や

洗髪など，上肢が支えられていない状態（非

支持）での運動は呼吸困難が生じやすい．こ

れは，呼吸補助筋である肩甲帯周囲筋が上肢

運動の動筋として参加してしまうために呼吸

補助筋としての役割を果たさなくなることが

一因と考えられている 3)． 

 呼吸困難の軽減が期待できる方法として，

薬物療法や酸素療法などに加えて，呼吸リハ

ビリテーションがある 4)．しかし，患者が重症

になるほど，上記介入では ADL 時の呼吸困難

の改善に難渋する． 

近年，呼吸困難を軽減する手段としてメン

トールが注目されている．先行研究では，呼

気ガス分析装置のフェイスマスクの内側にメ

ントールパッチを貼り付け，10 分間の自転車

エルゴメーターを用いた定常負荷運動を行っ

たところ，メントールを使用した時の方が使

用しない時と比べ，呼吸困難の指標である修

正 Borg scale の数値が有意に低くなるという

結果であった 5)．また，慢性閉塞性肺疾患

（chronic obstructive pulmonary disease; COPD）

患者 28 名と対照者 14 名に対して，吸気抵抗

負荷をかけ，呼吸困難に対するメントールの

影響を検討した結果，COPD 患者では呼吸努

力，空気飢餓感，呼吸不快，不安，恐怖の項目

で，対象群においては呼吸努力，空気飢餓感，

呼吸不快が有意に軽減していた 6)．しかし，こ

れらの研究は，エルゴメーターによる下肢の

運動や吸気抵抗負荷時においてメントールの

効果を検討しており，慢性呼吸器疾患患者が

ADLで呼吸困難を訴える非支持型上肢運動で

メントール吸入の効果を検討した報告は皆無

である． 

 そこで本研究では，非支持型上肢運動負荷

時の呼吸困難におけるメントール吸入の影響

を明らかにすることを目的とした． 

本研究の目的は，メントールの吸入が非支持型上肢運動負荷試験での呼吸困難に及ぼす影響

について検討することである．若年健常者 10 名を対象に，非支持型上肢運動負荷試験を実施し，

呼吸困難を含む呼吸に関連する情動的な項目，経皮的動脈血酸素飽和度（SpO2），脈拍，換気諸

量を測定し，メントール吸入の有無で比較・検討した．その結果，呼吸困難はメントールの有無で有

意差は認められなかったが，10 名中 7 名においては軽減した．また，呼吸不快は有意に低下した．

一方，SpO2，脈拍，換気諸量に有意差は認められなかった．以上より，メントールの吸入は日常生活

動作に多い非支持型上肢運動時の呼吸困難の軽減アプローチの一助になる可能性が示唆された． 
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対象 

 

本研究の趣旨を理解し，研究の参加に同意が

得られた若年健常者 10名（男性 10名）を対象と

した．除外基準は，運動器疾患や上肢の痛みな

どで上肢運動が困難な者，喘息，呼吸器疾患，

鼻閉症を有する者，過去にメントールを含むアレ

ルギー症状の経験がある者とした．対象者には，

本研究の目的および手順，内容，リスクについて

口頭および文書で十分に説明し，書面にて同意

を得た上で実施した．本研究は，長崎大学大学

院医歯薬学総合研究科倫理委員会の承認を得

て実施した（許可番号 23060806）． 

 

 

方法 

 

1． 実施手順（図 1） 

 本研究では，以下の測定を 3回に分けて実施

した． 1日目は事前評価， 2日目と 3日目はメ

ントールの有無で非支持型上肢運動負荷試験を

行った．メントールの有無は，封筒法によるランダ

ム化クロスオーバー試験とした． 

 

 

 

 

2． 事前評価 

長崎大学医学部保健学科内部障害系理学療

法学研究室にて，研究説明書を用い，被験者に

実験の目的，手順，リスク等について十分なオリ

エンテーションを行った．その後，身長，体重，バ

イタルサインを測定した．また，呼吸機能として，

スパイロメーター（ミナト医科学社製，オートスパ

イロ AS-507）を用い，静的肺活量，努力性肺活

量を測定し，最大吸気圧，最大呼気圧について

は，呼吸筋力計（木幡計器製作所製，呼吸筋力

測定器 IOP-01）を用いて評価した． 

 

3． 非支持型上肢運動負荷試験のプロトコル 

1） 測定方法 

被験者に呼気ガス分析装置（アニマ社製エア

ロソニック AT-1100Ver.3.01）のマスクを装着し，3

分間の安静後，非支持型上肢運動負荷試験を

藍原らの先行研究に従い実施した 7)．重錘 2.5kg

を負荷した棒を両手で把持してもらい，肘関節を

伸展したまま反復挙上運動を 3 分間実施した．

挙上する高さは，体幹の伸展なしに手が届く最

大限の高さ，反復速度は 20 回/分とした．終了後

は 3分間の安静座位とした（図 2）． 

メントールは，誰でも安価で購入しやすい大正

製薬 VapoRub を使用し，これを塗布した脱脂綿

を呼気ガス分析装置のマスク内に貼り付けた．メ

ントールを使用しない時は，脱脂綿のみをマスク

内に貼り付けた．なお，被験者には，マスク装着

時より鼻呼吸を行うよう指示した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2非支持型上肢運動負荷試験 

図 1 研究プロトコル 
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2） 測定項目（図 3） 

① 呼吸困難，呼吸に関連する情動的項目（上

肢疲労感，呼吸努力，空気飢餓感，呼吸不

快，不安，恐怖）：修正 Borg scale を用いて，

運動直前，運動終了直後において聴取した． 

② 経皮的動脈血酸素飽和度（ saturation of 

percutaneous oxygen; SpO ₂ ），脈拍（Pulse 

rate; PR）：パルスオキシメーター（TEIJIN 社

製 PULSOXMe300）を用いて，運動直前，

運動終了直後で測定した． 

③ 換気諸量：呼気ガス分析装置を用いて，呼

吸数（respiratory rate; RR），1回換気量（tidal 

volume; VT），分時換気量（minute volume; 

VE）を運動前，運動中，運動後を通して測定

した．統計の際は，運動開始前 30 秒と運動

終了後 30秒の平均値を用いた． 

 

 

 

 

 

4． 統計学的解析方法 

 各評価項目の運動前後での変化量を算出し， 

Shapiro-Wilk 検定を用いて正規性の検定を行っ

た．その後，各評価項目の変化量におけるメント

ールの有無での比較は，Wilcoxon 符号付順位

検定を用いた．検定値は中央値［四分位範囲］

で示し，統計学的有意水準は 5%とした．上記の

解析には，IBM SPSS Statistics ver.25 （IBM 社

製）を使用した． 

 

 

 

 

 

結果 

 

1． 対象者背景 

 全対象者の事前評価の結果を表 1に示す． 

 

 

 全体（n=10） 

年齢，歳 22.0［21.3-22.0］ 

身長，cm 171.5［167.4-174.7］ 

体重，kg 64.1［57.7-68.2］ 

%肺活量，% 94［89-99］ 

%1秒量，% 99［89-104］ 

1秒率，% 93［86-97］ 

最大吸気圧，cmH₂O 107.0［94.7-124.1］ 

最大呼気圧，cmH₂O 123.3［107.7-131.2］ 

 

 

2． 非支持型上肢運動負荷試験の実施状況 

 2条件での非支持型上肢運動負荷試験におい

て，有害事象の発生はなく，全対象者が問題なく

試験を完遂した． 

 

3． メントールの有無での比較 

 図 4 に対象者 10 名のメントールの有無による

運動前後の呼吸困難の結果を示す．メントール

によって呼吸困難が低下した者は 10名中 7名，

変化なし 1名，悪化 2名であった． 

さらに，メントールの有無で呼吸困難の運動前

後の変化量を比較した結果，メントールなしとメン

トールありの中央値はそれぞれ 3.5 と 2.5であり，

両群間で有意差は認められなかった（図 5）． 

加えて，呼吸不快はメントールなしの中央値が

2.2，メントールありで 1.4と有意に低値を示してい

た（図 6）． 

一方，上肢疲労感，呼吸努力，空気飢餓感，

不安，恐怖，SpO2，PR，RR，VT，VE において有

意差は認めなかった（表 2）． 

 

 

 

 

 

 

表 1 対象者背景 

 

中央値［四分位範囲］ 

図 3 運動負荷試験プロトコル 
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 メントールなし メントールあり p値 

上肢疲労感 7 ［5.25-7.75］ 6 ［5.25-7］ 0.165 

呼吸努力 3 ［1-4］ 3 ［1.25-3］ 0.248 

空気飢餓感 3 ［1-3.75］ 2.5 ［0.875-3.75］ 0.201 

不安 0 ［0-1.625］ 0 ［0-0.875］ 0.083 

恐怖 0 ［0-0.375］ 0 ［0-0］ 0.180 

SpO₂，% 0 ［-0.75-0］ 0 ［-2-0］ 0.143 

PR，回/分 24 ［12.5-27.5］ 20.5 ［18.5-22.5］ 0.610 

RR，回/分 4.9 ［2.2-6.125］ 2.7 ［-1.77-4.55］ 0.203 

VT，ml 476.5 ［395.75-579.75］ 393.5 ［375-488.75］ 0.203 

VE，L/min 11.45 ［9.225-13.025］ 9.6 ［7.4-10.85］ 0.283 

 

 

 

 

図 4 対象者 10名の呼吸困難の推移 

図 5 呼吸困難変化量 

0

1

2

3

4

5

6

7

運動前 運動後

メントールあり

図 6 呼吸不快変化量 

表 2 各測定項目の変化量の比較 

中央値［四分位範囲］ 

PR: pulse rate，RR: Respiratory rate，VT: Tidal volume，VE: expiratory minute volume 

0
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4
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6

7

運動前 運動後

メントールなし

p=0.311 p=0.0028 
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考察 

 

本研究は，非支持型上肢運動負荷試験にお

けるメントールの吸入の有無が呼吸困難，SpO₂，

PR，換気諸量に与える影響について検討した． 

その結果，メントールを使用することで呼吸不

快は有意に軽減した．しかし呼吸困難の有意な

軽減は得られず，先行研究とは異なる結果とな

った．その理由として，先行研究ではナチュラル

メントールを使用しているが，本研究ではメントー

ルが 3%配合された指定医薬部外品を用いたこ

とによる臭気濃度の違いが一因であると考えた．

アロマ精油の臭気濃度と快・不快の評価を行っ

た先行研究では，臭気は強すぎてもよくないが，

低濃度より臭気濃度が高いほど快側に傾くと報

告されている 8)．また，嗅覚には個人差があるた

め，メントールの臭気の強さが影響したと考えら

れる．しかし，呼吸の情動的側面である呼吸不快

はメントールによって低値を示していたことに加

え，対象者 10 名中 7 名は呼吸困難の改善を示

した．先行研究では，メントールによって吸入空

気温度の感知に重要な役割を果たす一過性受

容体メラスタチン（TRPM8）の活性化を引き起こ

し，冷感を感じることで吸気フローの認知が増大

し，大脳領域の中枢神経系の変化を引き起こす

と推察している．加えて，吸気フローの知覚が増

大している反面，換気諸量や呼吸パターンに変

化がなかったことから，呼吸ドライブとのミスマッ

チが予測や報酬反応に関連する島皮質の神経

活動に影響を与えたことも加担し，呼吸が楽とい

う錯覚を引き起こすと推察されている 9-11)．このと

から，本研究においてもメントールが同様のメカ

ニズムで作用し，呼吸不快や呼吸困難の軽減を

認めた対象者が存在したと考えられる． 

一方，メントールによって呼吸困難が増強した

対象者が 2 名存在した．先行研究では，不快な

香りはストレス反応を引き起こし，呼吸困難を生じ

ると報告されている 12)．今回，対象者にメントー

ルの香りの好みについて聴取することができてい

ないが，香りの好みが影響していた可能性も否

定できない．そのため，呼吸困難軽減目的でメン

トールを使用する際には，香りの好みを確認する

必要性があると思われる． 

本研究の限界として，サンプルサイズが少ない

こと，男性のみを対象としたこと，運動の負荷量

が 2.5kg と対象者全員で同一であったこと，測定

項目として「呼吸のしやすさ」となる項目を用いな

かったこと，臭気濃度の確認が出来ていないこと

などが考えられる． 

本研究の臨床への示唆として，メントール吸入

によって，呼吸不快も有意に低く，10名中 7名は

呼吸困難が軽減したことから，メントールは呼吸

の情動的側面ならびに感覚的側面である呼吸困

難の軽減に寄与する可能性があり，慢性呼吸器

疾患患者の非支持型上肢挙上運動時の難治性

の呼吸困難に対するアプローチの一助になると

考えた．しかし，なかには，呼吸困難の改善が得

られない対象者も存在することから，メントールを

使用する際には，香りの好みや快不快を確認す

る必要があると思われる．そして，実際の慢性呼

吸器疾患患者の上肢挙上動作時でさらなる検討

が必要であると考えられる． 

 

 

まとめ 

 

本研究は若年健常者を対象に非支持型上肢

運動負荷試験におけるメントール吸入の有無が

呼吸困難，SpO₂，PR，換気諸量に与える影響に

ついて検討した．その結果，メントール吸入によ

る呼吸困難に有意差は認められなかったものの，

対象者 10 名中 7 名は呼吸困難が軽減した．ま

た，呼吸不快は有意に低下した．以上のことから，

メントールの吸入は慢性呼吸器疾患患者の上肢

挙上を伴う ADL 動作時の呼吸困難に対するア

プローチの一助になる可能性が示唆された． 
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正常関節における関節超音波検査所見の検討 

 

 

須内音々・竹田菜々子 

 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに 

 近年，画像検査の進歩は著しく，特に超音波

検査は理学療法士にとって，診断や体表解剖を

はじめ，理学療法評価や治療の補助ツールとし

て活用できる 1)．しかし，医師においては徐々に

普及しているが，理学療法士への普及は進んで

いない．その要因としては，養成校だけでなく，

卒後教育においても十分な教育体制が整ってい

ないこと，また教育効果に関する研究報告も少な

い．さらに超音波機器を用いた研究報告が不十

分であり，使用方法などが確立していないことな

ども要因として考えられる 2）． 

 このように理学療法士の超音波機器の臨床使

用をサポートする基礎知識の提供が不足してい

るため，普及を推進すべく，関節を中心とした超

音波画像所見を明らかにする必要があるのでは

ないかと考えた．そこで，私たちは主に手や手指

の正常関節における関節超音波所見の検討を

行い，単純 X 線などの画像ではわからなかった

解剖学的所見をもとに，今後のリハビリテーション

に活かすことを目的とする． 

超音波機器の長所は，非侵襲的で患者負担

が少ない点，骨だけではなく軟部組織の描出が

可能な点，優れた分解能によって忠実な組織の

再現が可能な点，リアルタイムで即座に描出でき

る点，持ち運び可能でありベッドサイドでの評価

ができる点，オプション機能で血流評価や組織

の硬さ評価，動的評価が可能な点などが挙げら

れる． 

 短所としては，骨の下にある組織の描出が不可

能な点，人体を伝播する際に多くの物理パラメー

ターが関係するため個体差により画質が大きく変

化する点がある．また，プローブ走査に習熟が必

要で検者依存性が高いという短所があり，今後

の大きな課題となる．これらを踏まえて，理学療

法士にとって有用な超音波機器の活用方法を検

討していく 1，3）． 

 

方法 

 今回は，GE Healthcare 社 Venue50 という超音

波機器を用いて撮像した．超音波機器には 3 種

類の表示モードがあり，通常の白黒画像の B モ

ード法，血流の方向や速度をうつすカラードプラ

法，カラードプラ法よりも遅い血流をうつすパワー

ドプラ法がある．  

Bモード法では，骨びらんや，骨棘，関節液貯

留の観察，滑膜の肥厚などの関節構造を視覚的

に捉える．パワードプラ法では，炎症をともなった

関節滑膜の新生血管を血流シグナルとして視覚

的に観察することが可能である 8,11）． 

関節の超音波検査には，12MHz の表在臓器

用のリニア型探触子（プローブ）を使用した．坐

位で、手をテーブルの上にのせて行った．描出

する際は，ジェルを多めに塗布し，プローブマー

要旨 

 近年，筋骨格系の超音波検査は理学療法士にとって有用とされているが，教育体制や研究報告が不

十分であることから，臨床での普及が進んでいない．本研究では，主に手や手指の正常関節における

関節超音波検査を実施した．特に第 2 指 MP 関節，伸筋腱区画，手根管の超音波検査所見を初学者

にも使いやすい画像を作成するとともに，理学療法への応用について検討した．本研究を通して，今後

は一日も早い超音波検査の臨床現場への導入とともに，教育体制の充実を図る義務があると考えた． 
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クがある方を末梢側に向け，描出部位に垂直に

当てた． 

 

結果 

 手指，手関節およびその周囲について超音波

検査によって撮像を行った． 

1．第 2指の超音波画像について 

1）第 2指の全体像 

 図 1 は第 2 指関節全体像の縦断像であり，掌

側面から撮像したものと，背側面から撮像したも

のを合わせた画像である．これは合成画像であり，

実際の超音波画像では図 2のように見える． 

2）第 2指MP関節（図 2・3） 

図 2は第 2指MP関節背側縦断像である．左

から中手骨，基節骨である．骨は，骨表面に当た

った超音波の大部分が反射し，プローブまで戻

ってくるため，骨内部の観察はできない．骨表面

を覆った部分が関節軟骨である．関節軟骨は均

質な構成体であり，透過性が低いため，低エコー

像として描出される．腱や靭帯は，コラーゲン繊

維が同一方向に規則正しく配列されているため，

長軸像では線状の高エコーとして描出される．筋

肉は，短軸像では，霜降り部分に相当する筋周

膜が線状の高エコー像として描出され，長軸像

では，筋束は帯状低エコー像，筋周膜は線状高

エコー像として層状に描出される 4,7）． 図 4 は図

3の伸展位から屈曲させた状態の動画である．超

音波検査ではこのようにあらゆる肢位での撮像が

でき，オプション機能を使用すると屈伸運動の動

的評価が可能となる． 

動画では基節骨は中手骨との間隔を変化させ

ずに，中手骨頭の周囲をすべるように移動した． 

 

 

第２指を 90°屈曲したのが，超音波画像でも確

認できた．中手骨面に対して一直線に位置して

いた基節骨が，MP 関節を屈曲することによって，

中手骨骨頭の周りを垂直な位置まで移動した． 

 

 

 

 

 

図 3 第 2指MP関節背側縦断像における屈

伸動作の QR コード 

図 2 第 2指MP関節の長軸走査 

図 4 第 2指MP関節背側縦断像（伸展位） 

図 1 第 2指縦断像（合成画像） 



 

-37- 

 

 

 

2．MP 関節（中手骨レベル）の超音波画像につ

いて 

 中手骨レベルで撮像した MP 関節の横断像を

数枚組み合わせ，合成画像とした（図 5）．赤い

丸で囲まれているのが手指屈筋腱（浅指屈筋腱，

深指屈筋腱），黄色い丸で囲まれているのが総

指伸筋腱である．背側に比べ，掌側の腱は骨よ

り少し離れており，太く発達している．特に第 3指

で著しい． 

 

 

 

3．手関節の超音波画像について 

1）手関節背側：伸筋腱区画 

 伸筋腱区画とは，伸筋支帯と橈骨・尺骨の間に

できる６つの空間のことであり，各空間の間では，

となり合う空間を仕切る区画をなす．図 6 は数枚

の超音波画像を組み合わせた伸筋腱区画の合

成画像である．図 7は第 1区画であり，左側が長

母指外転筋腱，右側が短母指伸筋腱である．図

8は第 2区画であり，左側が長橈側手根伸筋腱，

図 6 伸筋腱区画（手関節レベル）の横断像（合成画像） 

図 5 第 2～5MP関節（中手骨レベル）の横断像（合成画像） 



 

-38- 

 

右側が短橈側手根伸筋である．図 9は第 3区画

であり，長母指伸筋腱のみで構成される．図 10

は，第 4 区画であり，下方に 1 つある腱が，示指

伸筋腱であり，上方に 4 つある腱が総指伸筋腱

である．図 11 は第 5 区画であり，小指伸筋腱の

みで構成される．図 12 は第 6 区画であり，尺側

手根伸筋腱のみで構成される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）手関節掌側：手根管 

手根管とは，側面と底面を手根骨で囲まれ，

前方には強固な線維性構造である屈筋支帯（横

手根靭帯）に囲まれる空間のことである．橈骨側

は舟状骨と菱形骨，尺骨側は有鈎骨で構成され

ている．この空間内において，正中神経の裏側

には 10 本の屈筋腱（長母指屈筋腱，橈側手根

屈筋腱，浅指屈筋腱，深指屈筋腱）が走行して

いる（図 13）．正中神経は，手根間内を通過する

際に 5本の分枝に分かれ，その掌側枝が母指球

枝で，背側の４本によって環指橈側までの皮膚

知覚を支配する． 図 14 は手根管症候群を短軸

像と長軸像で撮像したものである．左の健側と比

較して，患側では，腫脹した神経がみられる．長

軸像では，部分的な主張が示唆される 7)． 

 

 図 13 手根骨レベルでの横断像（合成画像） 

図 12 第 6区画（横断像） 

図 8 第 1区画（横断像） 

図 10 第 3区画（横断像） 

図 11 第 4区画（横断像） 

図 9 第 2区画（横断像） 

図 7 第 5区画（横断像） 
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考察 

1．本研究を通して 

 超音波検査では骨，軟骨，腱，関節などを観察

することが出来た．想像していたよりも描出された

画像が分かりにくかったが，画像を合成すること

で，解剖学的位置関係が理解しやすくなった．ま

た，超音波検査では動的評価も可能であること

が分かった．屈曲動作時，関節が滑るように屈曲

している様子や，筋収縮に伴い腱が滑走してい

る様子をリアルタイムでみることができた．実際に

図 15では，第 3指MP関節で屈伸させながら腱

を動的に観察すると，指の動きに一致する滑走

がみられた．このとき手指屈筋腱が近位側に引き

寄せられることが分かった．  

 

 

 

 

2．関節超音波像の疾患における病態把握 

 今回は，手の関節超音波画像について検討し

たが，手においては，1）腱鞘炎（de Quervain病，

屈筋腱腱鞘炎（ばね指など）），2）関節リウマチ，

3 ）変形性関節症， 4 ）手根管症候群， 5 ）

Dupuytren 拘縮，6）外傷（骨折、靱帯損傷）等の

疾患が疼痛や障害の原因となり，関節可動域訓

練，運動療法，物理療法，装具療法などの理学

療法の対象となる． 

 ここでは，そのうち，de Quervain 病，尺側手根

伸筋腱炎，関節リウマチにおける超音波画像の

応用について述べる． 

 

１）de Quervain病 

 

 

母指を外転すると手関節の橈側に二本の腱が

浮かび上がる．これらは長母指外転筋腱と短母

指伸筋腱であり伸筋腱区画の第 1 区画を構成し

ている．de Quervain 病とは狭窄性の腱鞘炎であ

り，これら 2 本の腱と腱鞘との間で摩擦が生じ炎

症が起きた状態である．図 16 のように短母指伸

筋腱周囲に腱鞘の肥厚を伴う低輝度像を認める 

7,12）．超音波画像では長母指外転筋腱と短母指 

伸筋腱のどちらの腱に炎症・腫脹があるのか，ま

た隔壁があるのかどうかを確認する．de Quervain

病では隔壁が高確率に存在し、隔壁が存在して

いると保存療法の抵抗因子になり、外科的な治

療が必要となることがある 14)． 

超音波画像所見をもとに装具療法や物理療

法、注射を併用することでこのように腱鞘の肥厚

が軽減する． 

 

2）尺側手根伸筋腱炎 

 尺側手根伸筋の腱は，伸筋支帯の深層にあり

subsheath と呼ばれる線維性のバンドによって固

定されており狭窄性腱鞘炎の原因とされている． 

図 16 短母指伸筋腱周囲の腫脹 12） 

図 14 第 3指MP関節屈伸動作における手関

節縦断像の QR コード 

図 15 手根管症候群における正中神経の腫脹 

短軸像（上）と長軸像（下）7） 
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前腕回外時，尺側手根伸筋円は尺骨頭と接触し，

橈側に引き寄せられるため subsheath との摩擦が

生じる（図 17）．この状態が反復されることで，圧

縮・摩擦ストレスが腱鞘に加わり，腱鞘炎（尺側

手根伸筋腱炎）の状態を引き起こす 9）. 

 

 

 

 

 

 尺側手根伸筋腱炎では尺側手関節部痛を訴

える疾患であるが，同症状を示す TFCC損傷 9）と

の鑑別に難渋することがある．しかし，超音波画

像が描出されれば容易に鑑別診断を行うことが

できる．実際に超音波画像において B モード法

では尺側手根伸筋腱の腱鞘内部に高度の滑膜

肥厚及び滑液貯留を認める．パワードプラ法で

は，腱鞘内に中等度の血流シグナルを認める 8）． 

 

３）関節リウマチ 

 関節リウマチは膠原病のひとつで滑膜炎を主

症状とし、それに伴い骨びらんや関節破壊が生

じる疾患である． 

骨の非連続性が認められ，骨欠損が生じてい

ることや，滑膜の肥厚を確認できる．また図 18 の

ようにパワードプラ法を用いることで，肥厚滑膜の

範囲に炎症を表す血流シグナルが確認できる． 

 

 

このようにこれまでは単純 X 線を用いて，すで

に関節破壊をきたした関節リウマチを診断し，進

行を確認し，術前評価を行うのみであったが，超

音波検査によって滑膜炎や骨びらんの検出が可

能になり，より早期の診断，そしてより正確な活動

性評価に必要な情報を画像所見から得ることが

可能となった．これらを用いることで，他疾患との

鑑別にも有用であり，特異度を上げることも期待

される 8）．炎症所見を確認するためには，どうして

もこのパワードプラ法を使用できる超音波機器が

必要であるが，このように痛みの原因が関節，腱，

骨のいずれの場所で，炎症によるものか，すでに

ある変形によるものか明らかにすることができる．

さらに，その炎症の有無や程度によって，積極的

に運動療法をした方が良いのか，安静を中心と

した方が良いのか，判断できる．また、リハ介入

後にも超音波画像で可視化することによって正

確に評価することができる． 

 

3．理学療法への応用 

1）軟部組織の描出が可能であり，疼痛や，関節

可動域制限に対する理学療法評価に有用であ

る．具体的には，筋厚・筋輝度・滑走性評価や，

炎症による関節組織・腱の肥厚像，関節液の貯

留などをその場で観察することができる．そして，

それらの画像によって，疼痛の原因や部位を特

定することができる．さらに，その病変の把握，特

に炎症の程度の評価は理学療法の可否の決定

の補助となる． 

2）リアルタイムですぐに撮像できることから，介入

前後の速やかな効果判定を行うことができ，介入

時の一助となる．例えばストレッチ等のリハビリテ

ーションを行った前後で，筋の柔軟性や関節可

動域に改善があったどうかを即座に確認すること

ができる． 

また，圧痛目的部位や発痛源など，目的とす

る組織まで介入できているかの確認ができる． 

3）触診や体表解剖の学習ツールとしても活用で

きる．例えば，骨や筋，その他の周囲組織の位

置関係を描出し，触診の精度を高めることが可

能となる． 

 

4．実際に使用してみて 

 超音波機器の使用は理学療法士にとって有用

であることがわかったが，実際に使用してみて困

難な点がいくつかあった．一つはプローブ走査

である．タッチパネル式にプリセットされた超音波

機器を使用したため，スイッチ操作に苦慮するこ

とはなかったが，プローブ走査には力加減や超

図 17 尺側手根伸筋腱（横断像） 

前腕回内位：尺側手根伸  前腕回外位：尺側手根伸 

筋腱は尺骨外側に存在   筋腱は尺骨内側に移動 

（赤点線枠）           （青点線枠） 

図 18 RA患者の第 2指 MP関節縦断像 13） 
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音波ジェルの厚さを保つことなどに苦戦し，技術

の習得に約二週間かかった． 

 また，描出した画像と解剖書とを何度も照らし

合わせながら行い，超音波画像における位置関

係を把握するなどの正確な解剖学的所見を捉え

ることに時間がかかった．それでも，先生方に超

音波機器の操作方法や解剖学的名称について

ご指導を頂かなければ，わからない点もあった． 

 これらの経験から，超音波画像検査はリハビリ

テーションを実施するうえで，非常に有用なツー

ルであることが分かったが，その習熟にはシステ

マティックな教育制度が必要であると考えられた． 

 

結論 

 本研究では超音波機器を用いて，解剖学的所

見について検討した．運動器理学療法の分野で

超音波画像を使用することは臨床効果判定や臨

床思考の可視化に有用であることがわかった．   

 今後は一日も早い臨床現場への導入とともに，

教育体制の充実を図る義務があると考えた． 
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地域在住高齢者における転倒既往者の 

フレイルと生活機能の状況について 

 

髙橋朋矢・福原遼太・横尾茉優

 

Ⅰ.はじめに 

令和 5 年度高齢社会白書 1）によると日本の高

齢化率は 29%であり超高齢社会となっている.さ

らに,第 1 号被保険者における要支援要介護認

定者は年々増加してきており,令和 2 年度では

18.7%2)と高齢者の約 5 人に 1 人は何らかの介

護や支援を要する状態である. 

令和 4 年度国民生活基礎調査 3)によると，高

齢者における介護が必要になった要因のうち「骨

折・転倒」と「高齢による衰弱」の項目において前

期高齢者では 11.7％，後期高齢者では 28.3％と

後期高齢者で倍に増加している． 

転倒は「他人による外力，意識消失，脳卒中

などにより突然発症した麻痺，てんかん発作によ

ることなく，不注意によって，人が同一平面ある

いはより低い平面へ倒れること」４）と定義される．

WHO５）によると，高齢者における転倒の頻度は

65 歳以上で 28~35％，70 歳以上では 32~42％

となっている．東京消防庁６）の報告では，救急搬

送された高齢者の 80％が転倒者であり，そのう

ち 39％は入院が必要な中等症以上であった． 

転倒の危険因子については，米国老年医学

会等 7)の報告によると，筋力低下や歩行能力の

低下，平衡機能の低下といったような身体機能 

 

に関連する項目が高いオッズ比を示しており，そ

の他の因子として補助具の使用や ADL 障害，

抑うつ，認知障害等が含まれる．したがって，転

倒というイベントには様々な要素が関連している

といえる． 

 フレイル高齢者における転倒状況の報告で

は，Murayama ら８）は地域在住高齢者において，

過去 1 年に転倒歴があるものは Frailty 

Screening Index (FSI)項目のうち運動頻度，歩行

速度，疲労感で有意差が認められると報告し，

宗像ら９）は地域在住高齢者におけるフレイル・プ

レフレイル該当者では Timed Up and Go Test (以

下，TUG)，最大 1 歩幅の認識誤差に有意差が

認められたと報告している．上記のように，フレイ

ル状況と転倒に関する報告では身体機能との関

連を強調するものが多く，先に述べた転倒リスク

のうち身体機能以外の項目との関連性を報告し

た文献は確認できなかった．フレイルは身体・認

知・社会の 3 つの側面 10)，11)，12)があり，生活機能

を幅広く評価する必要がある．そこで，今回の目

的を転倒既往者の生活機能・運動機能を比較す

るとともに，転倒者におけるフレイル段階ごとの生

活機能・運動機能の特徴を調査することとした． 

 

要旨 

 長崎市の運動教室参加者を対象に，転倒既往の有無による生活機能と運動機能の比較を行っ

た．更に，転倒群についてフレイル段階ごとの生活機能と運動機能の特徴を調査した．転倒群は 88

名で，うちフレイル該当割合は 45.5％と高かった．転倒群・非転倒群の体力測定の比較ではすべて

の比較項目において有意差を認めず，生活機能においては，うつのハイリスク者が有意に多かっ

た．転倒群におけるフレイル段階別の比較では，体力測定の左握力・開眼片脚立位・5回椅子起立・

TUG がフレイル群において最も低値を示した．生活機能評価では運動器・口腔機能・認知機能・う

つのリスク該当者が最多となった．高齢者の転倒・フレイル進行を予防するためには，身体機能面の

みならず幅広い生活機能の強化が必要であることが示唆された． 

 

 

 

 

 

図 1 図のタイトル（MSP明朝，TimesNewRoman：10.5pt） 

必要に応じて図の説明を記載します 
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Ⅱ.対象と方法 

1.対象 

 平成 22 年度～令和 3 年度の 12 年間に長崎

市内 8 ヶ所で行われた運動教室の参加者延べ

1,680 名を対象とした．このうちデータ欠損者を

除外した延べ 509 名を過去 1 年間の転倒既往

の有無で区別し，転倒既往あり 114 名，転倒既

往なし 395 名に分類した．複数回参加者につい

ては直近のデータを使用することで転倒群 88 名

となった．非転倒群については，転倒群と年齢及

び男女比を調整した．その結果，転倒群・非転

倒群，それぞれ 88 名が分析対象となった（図

１）． 

 

2.研究方法 

 評価項目は，性別，年齢，身長・体重から

BMI，左右握力，開眼片脚立位時間，5 回椅子

起立時間，TUG,基本チェックリスト 10）（以下，

KCL）とした． 

 基本チェックリストは 25 項目の質問からなる生

活機能評価で，日常生活関連動作（5 項目），運

動器（５項目），栄養（2 項目），口腔（3 項目），閉

じこもり（2 項目），認知（3 項目），抑うつ（5 項目）

の 7 領域により構成される． 25 項目の総得点に

より 0~3 点をロバスト，4～7 点をプレフレイル，8

点以上をフレイルとしてフレイル段階を判別し

た．また上記 7 領域において，運動器は 3 項目

以上，栄養は 2 項目，口腔は２項目以上，閉じこ

もりは No.16 該当，認知は 1 項目以上，抑うつ

は 2 項目以上で生活機能低下リスクありとして各

項目の該当者を調査した．また，転倒既往の有

無を質問 No.9「この 1 年間に転んだことがありま

すか」の回答から判定した． 

これにより，転倒群・非転倒群におけるフレイ

ル該当者割合や，転倒群におけるフレイル段階

別の生活機能・運動機能の評価を行った． 

 

3.統計解析 

 非転倒群と転倒群において，生活機能の関連

性についてはχ²検定を使用し，体力測定結果

の比較については Mann-Whitney の U検定を

用い検定した． 

 転倒群におけるフレイル段階別の比較におい

て，生活機能の関連性についてはχ²検定を使

用し，体力測定結果の比較について Kruskal-

Wallis検定を用い検定した．統計解析には，

SPSS statistics version 22（IBM 社）を使用し，有

意水準は 5%未満とした． 

図 2対象者フローチャート 

 

H22年度～R3年度の12年間
長崎市8ヶ所で開催された運動教室の参加者 延べ1680名 

データ欠損
(体力・KCL) 

延べ509名

過去1年間の転倒既往

転倒既往あり
114名

転倒既往なし
395名 

複数参加者：直近のデータ

非転倒群
170名

※平均年齢・性差を調整

転倒群
88名

非転倒群
88名

表 1 転倒群・非転倒群の状況 
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Ⅲ.結果 

1．非転倒群・転倒群での比較 

(1)転倒・非転倒群の状況 

転倒群のフレイル段階の状況は，ロバスト 12

名(13.6%)，プレフレイル 36 名(40.9%)，フレイル

40 名(45.5%)であり，非転倒群においてはロバス

ト 37 名(42.0%)，プレフレイル 36 名(17.0%)，フ

レイル 15 名(17.0%)であった（表 1） 

(2) 身体機能 

 BMI，握力，開眼片脚立位時間，5 回椅子起

立時間，TUG のすべてにおいて転倒群と非転

倒群の間に有意差は認められなかった（表２）． 

(3) 生活機能 

 うつ状態のリスク該当者が転倒群で有意に高

く，非転倒群で有意に低かった．また，転倒群に

おいて口腔機能低下のリスク該当者が高い傾向

にあった．（表３）． 

表 2 転倒群・非転倒群における身体機能の比較

 

 
表 3 転倒群・非転倒群における生活機能の比較 
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2. 転倒群におけるフレイル段階別の比較 

(1) 身体機能 

 転倒群におけるフレイルの 3 段階の群間比較

では BMI，左握力，開眼片脚立位時間，5 回椅

子起立時間，TUG に有意差が認められ，BMI

を除く 4 項目においてフレイル群が最も低値を

示した．また，ロバスト・プレフレイル・フレイルの

順に低下した項目は左握力，5 回椅子起立，

TUG であった．（表４）． 

（２）生活機能 

 生活機能においては，運動器低下のリスク該

当者がフレイル群で有意に多く，非該当者はロ

バスト群で有意に多かった． 口腔機能低下のリ

スク該当者はフレイル群で有意に多く，非該当者

はロバスト・プレフレイル群で有意に多かった．認

知機能低下のリスク該当者はフレイル群で有意

に多かった． 

表 5 転倒群におけるフレイル段階別生活機能の比較 

 

 

表 ４ 転倒群におけるフレイル段階別身体機能の比較 
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 うつのリスク該当者はフレイル群で有意に多く，

非該当者はロバスト・プレフレイル群で有意に多

かった．（表５） 

 

Ⅳ.考察 

 本研究は平成 22 年度～令和 3 年度の 12 年

間に長崎市内 8 ヶ所で行われた運動教室の参

加者延べ 1,680 名から転倒群 88 名，非転倒群

88 名を抽出し，転倒群・非転倒群の特徴や身体

機能と生活機能の比較を行った．さらに，転倒群

についてロバスト群，プレフレイル群，フレイル群

に分類し，転倒とフレイル進行にかかわる特徴を

調査した． 

転倒群においてのフレイル率は 45.5%であり,

非転倒群のフレイル率 17.0%に比べて高い結果

であった.転倒群・非転倒群の比較について，両

群の身体機能に有意差はみられなかった．長崎

市介護予防教室では月 2 回，90 分の介入を行

っている．室井ら 14）の報告では，3 か月間の運

動教室（月 2 回，約 2 時間）前後で下肢筋力，

やバランス能力，柔軟性が有意に増加したとして

おり，吉田ら 15)は 5 か月間の転倒予防教室(月 2

回，約 2 時間)前後で筋力やバランス能力が有

意に向上したと報告している．今回の対象者に

関しても，同様に身体機能の維持がられたため，

運動教室の効果が表れていると考える．生活機

能については，転倒群においてうつ傾向に該当

する者が有意に多かった．また，有意差は見られ

なかったものの口腔機能低下に該当する者が多

い傾向がみられた．このことから，転倒群・非転

倒群における転倒関連因子としてうつ傾向，口

腔機能低下が挙げられ，転倒予防策として身体

機能のみならずうつ，口腔機能等，生活機能へ

の評価や介入の必要性が示唆された．Lohman

ら 16)はうつ病を呈する地域在住高齢者は転倒

率，複数回転倒が有意に高いと報告している．ま

た，Kamide ら 17)は過去 1 年に転倒既往のある

地域在住高齢者は，オーラルフレイルのリスクが

有意に高いと報告しており，これらの先行研究を

支持する結果となった．  

 転倒群におけるフレイル段階別 3 群間の比較

結果より，身体機能において有意差がみられた

項目は，BMI，左握力，開眼片脚立位，5 回椅

子起立，TUG であった．また，ロバスト・プレフレ

イル・フレイルの順に低下を示した項目は，左握

力，5 回椅子起立，TUG であった．フレイル群の

左握力は平均 18.55 ㎏と AWGS201918)のカット

オフ値付近であることから，身体的フレイルやサ

ルコペニアの要素がみられることが考えられる．

椅子起立や TUG は平均約 7 秒と転倒リスク等

のカットオフ値 17)には該当しない．しかし，段階

的に低下していることから経時的に評価していく

必要性が示唆された．一方，生活機能について

は，ロバスト群では生活機能のリスク該当者はほ

とんど見られなかった．フレイル群でリスク該当者

が有意に多かった項目として運動機能低下，口

腔機能低下，認知機能低下，うつ状態，が挙げ

られた．Tsutsumimoto ら 20)の認知障害，認知的

フレイルを呈する地域在住高齢者は転倒率が有

意に高いという報告や前述した，うつ病やオーラ

ルフレイルと転倒との関連性 16)17)を支持する結

果となった． 

このことから，今回対象とした運動教室に参加

する高齢者の転倒予防を考えると，転倒群にお

けるフレイル段階別の転倒要因としてロバスト群

では環境要因，フレイル群では生活機能を考慮

すべきであると考えた．転倒群と非転倒群の比

較結果より，現在行われている運動教室などの

効果は見られるため継続して身体面へのアプロ

ーチを行う必要があると考える．その中で，転倒

群に対するアプローチとしてロバスト群に対して

は靴の調整や屋内環境整備，日常生活での転

倒予防指導等を行う必要性が示唆された．フレイ

ル群に対しては，本研究で抽出された口腔機

能・認知機能・うつへのアプローチは不足してい

るといえるため，幅広い転倒予防策として認知・

社会的側面へのアプローチを行うことができる複

合型運動教室の実施，普及が必要だと考える． 
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長崎県の誤嚥性肺炎の実態調査 

長崎県版検証票（救急活動記録票）を用いた大規模データ解析 
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はじめに 

 

我が国では，近年の高齢化に伴って肺炎は増

加しており，特に 65 歳以上の高齢者における誤

嚥性肺炎が多くを占めている 1, 2)．そのため，平

成 29 年の厚生労働省人口動態統計月報年計

（概数）の概況から死因の分類項目に「誤嚥性肺

炎」が単独で追加され，2022 年の集計では死亡

数 56,068人（死亡率 45.9%）で第 6位となってい

る 3)．2016年に我が国で行われたメタ解析では，

誤嚥性肺炎患者は，誤嚥性肺炎以外の肺炎患

者と比較し，短期・長期予後が不良であることが

報告され 4, 5)，死に至らず治癒したとしても，身体

機能の低下や日常生活上の介助量増加は避け

られない 5, 6)．誤嚥性肺炎は嚥下性肺疾患のひと

つであり，日本呼吸器学会の『医療・介護関連肺

炎診療ガイドライン』では，「嚥下性障害ならびに

誤嚥が証明された（あるいは強く疑われた）症例

に生じた肺炎」と定義されている．しかし，日本に

比べて海外では概念自体が曖昧であり，未だ認

知度が低いため，診断法も治療法も明確には確

立されていない 7, 8)．従って，誤嚥性肺炎の病態

の理解，早期診断，適切な治療体系の確立が喫

緊の臨床的課題となっている． 

日本呼吸器学会は，肺炎に関して市中肺炎

（community-acquired pneumonia: CAP），院内肺

炎（hospital-acquired pneumonia: HAP），医療・

介護関連肺炎（nursing and healthcare-associated 

pneumonia: NHCAP）に分けて診療ガイドライン

を公表しているが，誤嚥性肺炎はその患者背景

から HAP あるいは NHCAP にオーバーラップす

る点が多く，その実態は未解明な点が多い．

Teramotoら 2)は 2004～2005年に本邦の 22施設

での多施設前向き研究を行い，全肺炎 589 例中

394例（66.8%）が誤嚥性肺炎であったと報告して

いるが，先行研究の疫学知見の多くは施設単位

での集計データであるため，対象数が少なく，限

定した地域における発生率の精度や疾患を取り

巻く様々な要因についての検討は十分とは言え

ない．  

長崎県では 1988年に長崎実地救急医療連絡

会が発足し，全国で初めて救急活動記録票制度

が導入された．他の都道府県と異なり，医療機関

の医師が診断名とコードを記入し，1 週間後に確

定診断と予後を医療機関に報告する．毎年県全

体で 90%以上の高い回収率を維持しており，各

消防署管内で発生した疾病の実態に即した精

度の高い解析が可能である 9)．  

要旨 

【目的】長崎県版検証票（救急活動記録票）による大規模データを用いて，長崎県の誤嚥性肺炎の

実態を把握すること．【対象と方法】2005年度から 2019 年度に救急搬送された誤嚥性肺炎 8,321 件

を対象として，発生数・発生率，性別，年齢層別，月別での解析を行い，発生場所，曜日，覚知時刻

を分析した．【結果】長崎県内の発生数・発生率は経年的に増加する傾向を示した．男女比は 11：9

で，約 3%が病院到着時に心肺停止の状態であった．年齢層では 70歳以上が全体の 82.2%を占め

ていた．月別では大きな差はなく，曜日別では土曜日，日曜日に少ない傾向がみられた．覚知時間

帯は早朝に多く，深夜帯には比較的少なかった．発生場所は高齢者施設（40.8%）と住宅（39.8%）が

多く，病院（医院）が 16.5%であった．1 週間後の時点で 80.9%が入院中であり，死亡は 6.5%であっ

た．【結論】誤嚥性肺炎の実態調査から発生予防と早期診断治療に役立てることが重要である． 
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そこで本研究では，長崎県版検証票（救急活

動記録票）による大規模データを解析することで，

長崎県の誤嚥性肺炎の実態を把握することを目

的とした．なお，本研究は長崎大学病院臨床研

究倫理委員会の承認を得て実施した（承認番

号：16031085）． 

 

対象と方法 

 

 2005 年度から 2019 年度に出動した救急搬送

総数は 825,089 件で，検証票を回収できたのは

769,799 件（回収率；93.3%）であった．呼吸器疾

患に分類されたのは 76,756 件であり，1 週間後

の確定診断における全肺炎は 40,771 件であっ

た．その中で誤嚥性肺炎と診断された8,433件か

ら記載不十分，転送 112 例を除く 8,321 件を本

研究の対象とした． 

 年間の発生数・発生率とその推移，性別，年齢，

月別での解析，および発生場所（施設）とその詳

細，搬送状況について分析した．更に，発生した

曜日，覚知時刻，1 週間後の転帰に関する集計

も行った．発生した月別および曜日別の平均

発生数は一元配置分散分析法：ANOVA と

Bonferroni/Dunn 法による多重比較検定を行

った．有意水準はいずれも 5%未満とした． 

 

結果 

 

1) 発生数・発生率 

 年間の誤嚥性肺炎の発生数とその推移を図 1

に示す．2005 年度から 2019 年度にかけて徐々

に増加傾向を示しており，2019年度には 2005年

度の約 4.7 倍となっていた．また，長崎県全体の

人口数と住民 10 万人当たりの誤嚥性肺炎の発

生率の推移をみると，人口数の減少に伴って

2005年度の 12.4件から 2019年度の 65.1件とな

り，発生数よりも相対的に増加の傾向は顕著であ

った（図 2）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 性別 

 性別に分けて発生数を比較すると，男性が

55.1%，女性が 44.9%であり，男女比は 11：9であ

った（図 3）．年度別の推移をみると，すべての年

度で男性に多く発生しており，男女とも増加傾向

を示した．但し，女性については 2016 年以降横

ばいもしくは若干減少していた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 年齢 

 発症時の平均年齢は 83.0±12.4歳であり，男性

81.0 歳，女性 85.6 歳と女性は男性よりも 2 歳以

上高かった．年齢層で区切ってみると，50 歳未

満は極端に少なく，70 歳以上が全体の 82.2%を

占めていた．また，90 歳未満では男性が多いが，

90 歳以上では逆に女性の割合が高くなっていた

（図 4）． 年齢層別の経年推移をみると，特に

80歳以上における増加率が著しいことが判明

した（図 5）． 
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4) 搬送状況 

 覚知から現場到着までの時間は平均 9.0±4.1

分，現場到着から現場発までの時間は平均

13.8±6.9 分，現場発から病院到着までは

18.4±13.0 分であった．受け入れ診療科は，内科

が 95.1%を占め，以下脳外科 1.8%，外科 1.6%

であった．病院問い合わせ回数は 1.1±0.5回，転

送回数は 0.0±0.01 回であり，病院到着時に CPA

（Cardiopulmonary arrest）だったのは 3.0%であっ

た．搬送時の重症度は，軽症 3.7%，中等症

78.2%，重症 18.1%であった． 

 

 

 

5) 月別 

 月別平均発生数を図 6 に表す．各月の発生数

に有意差はなく，1 年を通じて季節に関係なく発

症していた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6) 発生場所 

 施設別の発生現場は，住宅（39.8%）が最も多く，

以下老人ホーム（特別養護）14.8%，老人ホーム

（その他）13.5%の順となっていた．但し，老人施

設全体では 40.8%となり，在宅とほぼ同率となっ

た．一方，病院・医院はそれぞれ 9.7%，6.8%と

比較的低くはあるが一定割合で発生しており，別

の高次機能病院への搬送が行われていた（表1）．

誤嚥性肺炎のほとんどが屋内で発生しており，

91.7%が居間，病室，寝室などの居室であり，次

いで玄関，廊下が 5.7%であった．浴室は 1.6%で

あり，階段，トイレ，台所はそれぞれ 1%未満であ

った（表 2）． 

 

 

場所（施設） (N=2,888) 割合(%) 

住宅 39.8  

医院 6.8 

病院 9.7  

老人ホーム （特別養護） 14.8  

老人ホーム （その他） 13.5  

老人保健施設 7.7  

グループホーム 4.8  

その他の場所 2.9  
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場所（詳細） (N=1,152) 割合(%) 

居室（居間，病室，寝室など） 91.5  

廊下（玄関などの通路を含む） 5.7  

階段（踊り場を含む） 0.2  

トイレ 0.3  

浴室（シャワー室，洗面所を含む） 1.6  

台所（食堂を含む） 0.3  

屋根（屋上，物干し台，ベランダ，バ

ルコニー等を含む） 

0.0  

庭（テラス等を含む） 0.3  

その他（物置，地下室，車庫等） 0.1  

 

7) 曜日別 

 曜日別の平均発生数をみると，平日の中でも

月曜日と金曜日に若干多く，週末（土曜日，日曜

日）は比較的少ない傾向が見られたが，統計学

的有意差は認められなかった（図 7）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8) 覚知時刻（時間帯） 

 消防署への覚知時刻を集計すると，23～8 時

の深夜から早朝にかけての時間帯は少なく，9～

19 時の昼間の時間帯，特に午前 9～11 時にか

けては比較的多かった（図 8）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9) 1週間後の転帰 

 1 週間後の状況を分析すると，80.9%が入院治

療中であり，退院したのが 9.6%，外来で通院治

療したのが 2.9%である一方で，死亡の転帰（外

来・入院）をとった患者が 6.5%存在した（表 3）．1

週間経過時点で外科的処置が施されていたの

は 1.4%であり，98.6%は保存的治療を受けてい

た．  

 

 

1 週間後の転帰 (N=3,578) 割合(%) 

入院中 80.9  

退院 9.6  

外来のみ 2.9  

入院死亡 5.5  

外来死亡 1.0  

 

考察 

 

本邦は，世界的にも最も成熟した超高齢社会

を迎えており，疾病構造も変化している．日

本呼吸器学会は 2017 年に CAP，HAP，NHCAP

の 3 つのガイドラインを統合して『日本呼吸

器学会成人肺炎診療ガイドライン 2017』10)を発刊

したが，誤嚥性肺炎を疑うリスク因子の列挙にと

どまっており，これまで実態解明に至る疫学的エ

ビデンスは示されていない．本研究は，長崎県

内の救急活動記録票から誤嚥性肺炎の発生状

況について分析した貴重な知見を提供するもの

であり，臨床的価値は高いといえる． 

 過去に限定した地域における誤嚥性肺炎の発

生率を検討した先行文献は渉猟し得ない．本研

究の結果，2019 年における人口 10 万人当たり

の発生率は 65.1件であり，2005年以降漸増して

いた．本研究では救急活動記録票のデータから

集計したため，96%以上が中等症以上であり，軽

症例および病院内で発症して同施設で治療され

た症例が含まれていない．こうしたことを踏まえる

と，誤嚥性肺炎の潜在的発生率はさらに多いと

推定される．長崎県の高齢化率は 2005年 23.6%

から 2019 年 32.8%へ上昇しており，高齢者に多

く発生する誤嚥性肺炎 11-14)の発生率が経年的に

増加した大きな要因と考えられる．長崎県の人口

構造は近未来の日本全体の人口構造を反映し

ていると捉えることができるため，死因や要介護
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図 7 曜日別の平均発生数 
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状態に至る危険性が高い誤嚥性肺炎の医療的・

社会的意義は今後ますます高くなると推察される． 

本研究では発症時の平均年齢が 83.0±12.4歳

（男性 81.0 歳，女性 85.6 歳）で，男性は女性の

約 1.2 倍多く発生していた．誤嚥性肺炎が 75 歳

以上の高齢者に好発し，女性よりも男性で多く発

生していることは多くの先行研究の結果と一致し

ている 2, 5, 13-15)．Teramoto ら 2)は 70 歳以上の高

齢者に起こる肺炎の 80.1%（382 例中 306 例）が

誤嚥性肺炎であったと報告しており，本研究でも

誤嚥性肺炎全体の 82.2%を 70 歳以上が占めて

いた．また，90 歳未満では男性が多いが，90 歳

以上では女性が多い傾向を示しており，高齢人

口における男女比を反映していると考えられる．

さらに今回の年齢層別の経年推移から 80 歳以

上における増加率が著しいことが明らかとな

った．誤嚥性肺炎の短期・長期予後は不良であ

り 4)，6カ月生存率は54.8%，1年生存率は41.8%

と報告されている 5)．従って，今後も高齢者人口

の増加が見込まれる本邦においては，誤嚥性

肺炎患者の増加を見据えた有効な予防対策の

充実が急務である． 

 過去に，誤嚥性肺炎の月別，曜日別の発生数

を検討した報告は認められない．本研究の結果，

誤嚥性肺炎の発生数に月別，曜日別で有意な

差はみられなかった．ウイルス感染などを原因

とする流行性肺炎と異なり，誤嚥性肺炎は嚥

下機能の低下を背景に食事や唾液などの分泌

物を下気道に吸引することで発症するため，

誤嚥性肺炎は季節や曜日に関係なく一定の割

合で発生したと考えられる．一方，覚知時刻

をみると夜間から早朝にかけては少なく，昼間

の時間帯に多かった．誤嚥は顕性誤嚥と不顕

性誤嚥とに分類されるが，誤嚥性肺炎は咳嗽

やむせなどの症状を伴わない不顕性誤嚥

（silent aspiration）を原因とすることが多い 16, 

17)．不顕性誤嚥には睡眠中に生じる微小誤嚥

（microaspiration）も含まれるため 18, 19)，夜間

にも相当数発生している可能性がある．但し，

誤嚥性肺炎が好発する高齢者は典型的な症状

が出にくく，本人の自覚も低い．特に脳血管

障害や中枢神経障害を有する場合，周囲の介

護者が異変に気づいて救急要請をした可能性

が高い．その結果，覚知時刻は昼間の時間帯，

特に午前 9～11 時頃に多くなったと考えられ

る． 

発生場所と 1 週間後の転帰に関する文献は

我々が渉猟した範囲では認められない．本研

究の結果，住宅（39.8%）が最も多く，老人ホーム

（特別養護）が 14.8%，老人ホーム（その他）が

13.5%であったが，老人施設全体では 40.8%に

上る．施設内では，91.7%が居間，病室，寝室な

どの居室で発生していた．誤嚥性肺炎を発症す

る患者像として，高齢で併存疾患が多く，嚥下機

能が低下して誤嚥性肺炎を繰り返している状態

が想像される．つまり，誤嚥性肺炎は疾患終末

期や老衰した高齢者が介護施設に入所している，

もしくは自宅の居室で寝たきりに近い状況で起こ

りやすいことを示唆している．一方，病院・医院が

それぞれ 9.7%，6.8%と比較的低かった点に関し

て，発症した施設内で治療した誤嚥性肺炎症例

が救急活動記録票に計上されなかったことが要

因のひとつと考えられる． 

1 週間後の状況は，80.9%が入院治療中であ

ったことから，多くの誤嚥性肺炎は 1 週間以上の

入院治療が実施されていた．誤嚥による下気道

感染の初期段階であれば，無症状か，もしくは微

熱，倦怠感，食欲低下の軽い全身症状が現れる

のみであるが，自然免疫が十分でない症例では

炎症が拡大して肺炎へと進展する 1)．成人肺炎

診療ガイドラインでも耐性菌リスク，全身状態（終

末期・老衰），重症度などを総合的に判断して治

療戦略を決定するように勧めている．本研究では

96%以上が中等症以上であり，死亡の転帰をと

った患者も 6.5%存在したことから，救急搬送され

る誤嚥性肺炎に対しては一般的な肺炎治療だけ

ではなく，患者の背景因子にも配慮して注意深く

治療戦略を立てる必要がある． 

 本研究は救急活動記録票からのデータを集

計したものであり，救急搬送以外の手段で搬

送された症例，病院内で発生して同施設内で

治療した症例は含まれない．また，初回搬送

と異なる日に二次搬送された症例を二重にカ

ウントしている可能性は完全には否定できな

い．但し，本研究は特定の限定地域内で発生

した誤嚥性肺炎の実態を，高い回収率の救急

活動記録票で得られた客観的データから分析

した．従って，得られた結果と知見の信憑性

は高く，誤嚥性肺炎の治療体系確立への活用
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が期待される． 

 

まとめ 

 

2005～2019 年度における長崎県版救急活動記

録票の大規模データを用いて長崎県内の誤嚥

性肺炎の実態を調査した．発生数，発生率は経

年的に増加傾向であり，男女比は 11：9 で，約

3%が病院到着時に心肺停止の状態であった．

70 歳以上が全体の 82.2%を占めており，年間を

通して発生していた．覚知時間帯は早朝に多く，

深夜帯には比較的少なかった．発生場所は高齢

者施設と住宅が多く，80.9%が 1週間後の時点で

入院中であり， 6.5%は死亡の転帰をとっていた．

誤嚥性肺炎の実態を把握し，発生予防対策と早

期診断治療に役立てることが重要である．  
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